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概 要

　リニア形モータは，交通輸送，搬送装置，NC工作機などの FA機器としての利用を始め，材料技術や高性

能マイコンなどの出現により，小型リニアモータとして OA機器や家電機器など広範囲で利用されている．

リニア形モータ中でも，リニア振動アクチュエータは携帯電話，電気シェーバ，電動歯ブラシなどの小型

電気製品に利用されている．回転-直動の変換機構が存在しないリニア振動アクチュエータは，伝達機構の

損傷や摩耗が原理的に発生せず，効率，保守性，信頼性の面で優れ，小型化にも適している．

近年では製品の高機能化や利用範囲拡大の流れを受け，リニア振動アクチュエータの多自由度化の検討が

行われている．アクチュエータを多自由度化することにより，一自由度アクチュエータの組み合わせに比

べ，高機能化や小型化と言ったメリットが得られる．

しかし，振動アクチュエータの多自由度化には課題が残されている．多自由度に動作する磁気的な構造や

制御もさることながら，多自由度に動作する可動部の支持機構や，可動部のセンシングなどが課題となって

いる．特にセンシングに関しては，外部にセンサを取り付ける場合スペースの確保が問題となる．この問題

は多自由度化による小型化と相反するため，多自由度アクチュエータは外部にセンサを用いずに駆動でき

ることが望ましい．

本研究では，これらの課題の解決のため，二自由度共振アクチュエータおよびそのセンサレス制御手法の

提案を行った．はじめに各軸を独立に制御することが可能なアクチュエータを提案し，その静特性および動

作特性を三次元有限要素法を用いて明らかにした．また，試作機を作製し実験と解析結果の比較を行った．

提案するアクチュエータは単軸駆動，両軸同時駆動ともに良好に動作しその有効性を示した．

次に提案アクチュエータをセンサレスで駆動する手法を提案した．提案手法は，位置センサを用いずに逆

起電力から位置推定を行う．提案アクチュエータは永久磁石同期電動機と同じ構造を有するが，ギャップ方

向を含めた二自由度へ駆動するその特徴ゆえに，回転機での既存手法を適用することが難しい．そのため

共振アクチュエータの動作特性を利用した手法を提案することで位置推定を可能にした．提案推定手法の

精度および有効性については，シミュレーションおよび実験により検証を行い，二自由度アクチュエータの

制御に十分な精度を確保できることを示した．

さらに，位置センサに加えて電流センサを使用せず二自由度共振アクチュエータを駆動する手法の提案

を行った．提案手法は 120度矩形波通電を利用し，非通電区間を設けることで位置・電流センサレス駆動

を実現する．その際に 120度矩形波通電がアクチュエータの駆動に及ぼす影響について検討し，アクチュ

エータの駆動や位置推定に大きく影響を与えること無く動作が可能であることを明らかにした．
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第1章 緒論

本章ではリニア振動アクチュエータの研究動向について述べ，本研究の対象である二自由度共振アクチュ

エータの位置づけを確認するとともに，解決すべき課題を明らかにする．

以下では大まかなアクチュエータの分類から，電動アクチュエータ，リニアアクチュエータへと分類しな

がら徐々に掘り下げ，最終的にはリニア振動アクチュエータの構造と特徴について述べる．また，電磁アク

チュエータの多自由度化の利点と例を示すと共に，振動アクチュエータの多自由度化の現状を確認する．次

に，センサレス制御について回転機の例を中心にその技術について述べ，振動アクチュエータへ適用する際

の課題を明らかにする．最後にそれらを踏まえ，本研究の目的と方針について述べ，本論文の章構成を示す．

1.1 電動アクチュエータとその分類

アクチュエータは各種のエネルギー源よりパワーを得て，回転運動や直線運動などの機械的なエネルギー

に変換する機器・要素である [1]．それらはエネルギー源により分類され，電動アクチュエータ，油圧アク

チュエータ，空気圧アクチュエータ，その他（新原理）アクチュエータに分類される．それぞれ長所・短所

あるが，電動アクチュエータは応答性が高く制御性がよい，作動油が存在せず温度や汚染の管理が不要，コ

ンピュータとの融合化が図られやすい，といった特長がある．これらの特長から電動アクチュエータは産業

用途から生活家電まで幅広く使用されている．

電動アクチュエータは先に述べた様に，パワー源に電源を用いて機械的運動を得るものであり，回転運動

形アクチュエータである電気モータと，直進運動形の電気リニアモータに大別される [1]．リニアモータは

対象に直接，直線的な運動を与える駆動装置のことであり，円筒状の回転型モータを直線上に展開した構造

として考えることができる [2]．図 1.1に回転形とリニア形の構造を比較した図を示す．また回転型モータ

を展開した構造とは異なる磁気回路を有するリニアアクチュエータも存在するが，それらも含めて広い意

味でリニアモータと呼称される．

1.2 リニアモータ

1.2.1 リニアモータの分類と特徴 [2]

リニア形モータの分類方法は動作原理による分類や，一次側と二次側の関係によるものなど種々あるが，

正田ら [2]による動作原理別の分類を図 1.2および図 1.3に示す．この分類では回転機を直線上に展開した

ものをリニアモータ，そうでないものをリニアアクチュエータとして区別し，両者を合わせたものをリニア

形モータと呼称している．以下に代表的な原理のものとその特徴を記載する．

リニア誘導モータ（Linear Induction Motor：LIM）

回転形の誘導モータを直線状に展開したモータである．固定子の作る移動磁界によって可動子に誘導

1
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図 1.1: 回転モータとリニアモータの構造比較

電流が発生し，その誘導電流と移動磁界との相互作用によって推力を得る．構造が簡単で堅牢である

という特徴を有し，同期モータやパルスモータのように脱調の心配が無い．その一方で静止状態では

最大推力を得ることができないため，始動時に大きな推力が必要な場合は注意を要する．

リニア同期モータ（Linear Synchronous Motor：LSM）

回転形の同期モータを直線状に展開したモータである．回転形の同期モータと同様に，一次側の作る

移動磁界の速度に同期して二次側の可動部が駆動する．LIMとは異なり始動時に最大トルクを発生す

ることができるが，可動子の位置に合わせて移動磁界を制御する必要がある．LSMは永久磁石を用

いる PM形と用いない VR形，電磁石を用いる EPM形など細かく分類できるがここでは割愛する．

リニアパルスモータ（Linear Pulse Motor：LPM）

パルスモータはステッピングモータとも呼ばれ，リニアパルスモータは回転形のそれを直線状に展開

したものである．入力には多相交流による移動磁界では無く矩形波状のパルスを用い，そのパルスに

応じて一定の距離を移動する．パルス数とパルスの周波数によって移動距離と速度をオープンループ

により制御可能な特徴を有する．また脱調に注意が必要な点は LSMと同様である．

リニア直流モータ（Linear Direct-current Motor：LDM）

リニア直流モータは回転形の直流モータを直線状に展開した構造を持つ．大きくブラシ付き LDMと

ブラシレス LDMに分けられる．ストロークが短く，可動部がコイルで構成されている場合はボイス

コイルモータと呼ばれる．

リニア振動アクチュエータ（Linear Oscillatory Actuator：LOA）

リニア振動アクチュエータは「何らかの変換機構も用いずに，可動体に直接的に往復運動を与えるリ

ニアアクチュエータ」と定義される．正弦波や矩形波を加えることにより往復運動を得るものである．

LOAについては 1.3節でより詳しく述べる．

これらリニア形モータは，ダイレクトドライブ，自由度の大きい構造という二つの特徴を共通して有してい

る．ダイレクトドライブであることは，駆動対象との間に歯車やボールねじといった伝達機構がなく，簡単

な構成で粘着や伝達機構の性能に影響されない高い加減速力が得られる点で有利である．またバックラッシ

がないことから精度・安定性に優れた制御が可能となる．加えて回転形のモータに比べ構造上の自由度が高

いという利点により，平板状，円筒状，角柱状など用途に合わせた形態をとることが可能となる．
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図 1.2: リニアモータ・アクチュエータの分類 [2]

一方リニア形モータのデメリットとしては端効果や支持機構の制限があげられる．端効果はリニアアク

チュエータに特有の現象で，駆動方向に対して有限長の可動部を持つことにより発生する．可動部の中心部

分と端部分とで異なる磁束の流れが生じることにより，推力やディテント力へ影響を及ぼしたり，外部への

漏れ磁束を発生させるなどの影響が現れる．支持機構に関しては，構造上ギャップ方向に大きな吸引力が作

用することから，回転形モータに比べ一定のギャップを維持しつつ駆動方向へ滑らかに動作する支持機構が

難しいなどの課題がある．

1.3 リニア振動アクチュエータ

1.2.1小節でも述べた様に，リニア振動アクチュエータ（LOA）は「何らかの変換機構も用いずに，可動

体に直接的に往復運動を与えるリニアアクチュエータ」のことを指す．1.2.1小節では動作原理別に分類し

たために LSMや LPMと LOAは区別されているが，短ストロークでの往復運動を取り出すことを目的に

設計された LSMや LPMも存在し，それらはこの定義に当てはめリニア振動アクチュエータと呼ばれる．

リニア振動アクチュエータの中でも，動作周波数を支持バネによる機械的共振周波数と一致させ，積極的に

共振を利用するものをリニア共振アクチュエータ（LinearResonantActuator：LRA）と呼ぶ場合もある．

リニア振動アクチュエータは，回転形モータで往復運動を得る場合に比べ駆動機構が簡単になる．これは

クランクやカムといった機械的機構を必要としないことによる利点である．このようにリニア振動アクチュ

エータでは駆動部に機械的な接触が存在しないため，伝達機構の損傷や摩耗が原理的に発生せず，保守性，

信頼性の面で優れている．

1.3.1 リニア振動アクチュエータの特徴と分類 [2]

リニア振動アクチュエータは可動体の構造によって大きく 3種類に分類される．図 1.4に各構造を示すと

共に，その特徴を簡単に記載する．

コイル可動形

図 1.4aに示したコイル可動形は，固定子側に永久磁石を配置し，コイルに流れる電流とのローレンツ

力で駆動する．並行磁場の形成のしやすさから，可動範囲内において推力を一定に保ちやすく，エア
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図 1.3: 原理別リニアモータ
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図 1.4: 可動子構造によるリニア振動アクチュエータ分類

ギャップ方向の位置変動に伴う推力変動が少ない利点がある．また可動部に鉄心を含まず軽量な構成

としやすく，コイルのインダクタンスも低く構成できることから，応答性が高く高周波まで駆動が可

能である．その一方で推力という点では他の構造に対し不利な面がある．

鉄心可動形

図 1.4bに鉄心可動形のリニア振動アクチュエータを示す．鉄心可動形では，コイルに電流を流すこと

によって発生するリラクタンス力によって駆動する．鉄心可動形の利点は，構造が鉄心のみと簡単で

あり，堅牢な可動部を構成できるという点にある．欠点としては可動子重量が重くなりがちで応答性

が悪くなる，また一般に吸引方向にしか力を発生できないため，繰り返し動作を行うには，ばねで可

動子を押し返したり，対称にコイルを配置するなどする必要がある．

永久磁石可動形

永久磁石可動形のリニア振動アクチュエータを図 1.4cに示す．永久磁石可動形では，永久磁石と固定

子の間に発生する吸引・反発力を推力としている．高い磁束密度を発生できるネオジム磁石などを使

用することにより，高効率，高推力を得ることができる利点がある．しかし永久磁石を用いているた

めに発生するデメリットとして，磁石の使用によるコストアップ，非励磁状態におけるギャップ方向

への強い吸引力の発生などが挙げられる．
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1.3.2 リニア振動アクチュエータの応用

リニア振動アクチュエータが有する特徴を利用した様々な応用が検討されている．

機械損の極めて少ない高効率な往復運動を生成できる特徴を利用した例としては，高効率が求められる

コンプレッサ用途への適用 [4]-[8]や，電気シェーバ，電動歯ブラシなど家電製品への応用が行われている

[9]-[12]．

回転-直動の変換機構を必要とせず，非常に小型に構成できることを利用した例としては携帯電話のバイ

ブレーション用アクチュエータとしての利用が検討されている [13]-[16]．また近年のタッチパネル式デバイ

スの利用増加に伴い，単に振動させるのではなく，タッチパネル利用者への情報をフィードバックする用途

としても研究されている [17, 18]．

触覚へのフィードバックという用途では小型に構成できる特長を活かし，爪の先にアクチュエータを装着

して物体表面や境界の感覚を提示する研究 [19]や，ピンアレイを駆動して指の腹に触覚を提示するデバイ

ス [20]が提案されている．また非対称な加速度を発生させることによる錯覚 [21]を利用し，牽引力を提示

するデバイスとしても研究が行われている [22, 23]．

1.4 多自由度アクチュエータ

多自由度アクチュエータとは，可動部を直接的に多自由度に駆動できるアクチュエータのことである [24]．

自由度の持たせ方は様々であるが，代表的なものは平面（x − y）[25]-[27]，円筒（z − θ）[28]-[30]，球面

（α− β − γ）[31]-[33]等があり，多様な駆動原理で多くの研究が行われている．

アクチュエータを多自由度化することは，対象とする機器の小型化，高機能化などのメリットがある．ま

た電磁アクチュエータが本来持つ応答性の良さや，ダイレクトドライブといった特徴を維持したまま多自由

度化される点も，1軸アクチュエータの組み合わせでは得られないメリットである．

一方で直接的に多自由度の動きを観測できるセンサは少なく，一軸センサの組み合わせによってセンシン

グを行う例が多い．また電磁アクチュエータの場合，多自由度の動きを許容しながらエアギャップを保つ支

持構造の実現が難しく，支持機構が大型化しがちという課題もある．

1.4.1 リニア振動アクチュエータの多自由度化

リニア振動アクチュエータの多自由度化の研究は，その他の電磁アクチュエータの多自由度化例に比べる

と多くはないが，適用範囲の拡大へ向けて多自由度化の検討がされている．

円筒型で（z − θ）方向に駆動するものとしては，電動歯ブラシへの適用を目的とした二軸共振アクチュ

エータが提案されている [34, 35]．平面（x− y）に駆動する振動アクチュエータ [36]や，球面（α− β）に

駆動する振動アクチュエータ [37, 38]も提案されている．いずれも二次元光スキャナや電気シェーバ等の小

型電気製品を応用ターゲットとしており，その理由としてはリニア振動アクチュエータの小型化しやすく高

効率というメリットを活かしやすいことが挙げられる．

これまで研究されてきたアクチュエータは，いずれも各軸方向へ駆動するための磁気回路が独立したモ

デルであり，エアギャップ方向に駆動軸を持つモデルについては検討されていない．エアギャップ方向への

駆動は駆動範囲が制限されるが，さらなる多自由度化を実現するためには，エアギャップ方向への駆動が必

要となる．
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1.5 センサレス駆動

永久磁石同期モータ（PMSM）を高効率，高精度に駆動するには，回転子の位置に合わせ電流ベクトル

を適切に制御する必要がある．これには高精度な回転角センサが必要となり，一般にはロータリエンコーダ

やレゾルバ等のセンサが用いられる．

一方で，このような高精度なセンサはコストの増加，モータサイズの大型化，部品点数増加による信頼性

低下という問題もある．そのため，サーボモータのように特段の高精度が必要とされる以外の用途（ポン

プ，ファン，コンプレッサ等）では，モータ構造の簡素化，低コスト化，信頼性向上を目的としたセンサレ

ス駆動の手法が数多く提案されている．

振動アクチュエータにおいても構造によっては位置センサが必要となるが，位置センサの取り付けによ

り，上記の PMSMと同様の問題が発生する．振動アクチュエータの小型軽量という特徴と，そのアプリ

ケーションを考えると振動アクチュエータもセンサレスで駆動されることが望ましい．以下に回転機で用い

られるセンサレス駆動の手法と，振動アクチュエータに適用する際の課題について述べる．

1.5.1 回転機におけるセンサレス駆動

PMSMのセンサレス駆動は回転速度によって用いられる手法が異なり，駆動用の電圧・電流の基本波成

分を活用する方法と，探査信号として高調波を印加する手法に大別される [3]．

ある程度の回転速度がある場合には，電圧，電流方程式から誘起電圧を推定し位置を取得する手法が提

案されている [39]-[44]．また，永久磁石による誘起電圧と突極性の両情報を含んだ拡張誘起電圧を利用する

方法も提案されており，こちらは突極性を持つモデルに有効であるとして IPMモータ等で利用されている

[45]-[49]．これらの手法はモータ内部のパラメータを利用して推定を行っている．そのため抵抗や各軸イン

ダクタンスの真値が必要であり，モデリングの誤差が位置推定に大きな影響を与えるという短所がある．ま

た誘起電圧の発生しない停止時は推定ができず，十分な誘起電圧が発生しない低速時においてはその精度が

低下する．

停止時および低速時の位置推定には，高調波を注入する手法が提案されている [50]-[55]．これらの手法は

突極性を利用するために停止状態においても位置推定が可能であると同時に，モータ内部のパラメータに

対して不感という長所を有する [3]．一方で短所として，印加する高調波は駆動電圧から見ると外乱になる

点や効率の低下が挙げられる．

1.5.2 二自由度共振アクチュエータにおける課題

構造の詳細については 3章にて述べるが，提案する二自由度共振アクチュエータは表面磁石型の同期モー

タを直線に展開した構造を有する．そのため，回転機の手法を応用して位置センサを無くすことができれ

ば，コストや信頼性，サイズといった面で有利になり，利用範囲の拡大が見込まれる．

しかしながら，回転機で用いられている既存の手法を提案アクチュエータに適用することは難しい．その

理由は大きく 2点あり，1点目は振動アクチュエータの動作パターンが既存手法の利用に適さないことであ

る．振動アクチュエータは小ストロークでの高速往復運動を行うが，これは回転機では「正転→停止→逆

転→停止」を高速で繰り返す動作となる．多くの位置センサレス駆動のための手法は一定速の定常状態を

想定しているため，このような動作をする振動アクチュエータでは精度の低下を招く．2点目の理由はエア
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図 1.5: 回転座標上の電圧および電流ベクトル

ギャップ方向へ動作軸を持つためにモータパラメータが動的に変化することである．図 1.5にベクトル制御

時の電圧・電流ベクトルを示す．図中のインダクタンス Ld,Lq や主磁束 Ψaはモータによって一意に決まる

パラメータであり，これらと電圧・電流を用いて位置を推定するのが先に述べた誘起電圧を用いる手法で

ある．しかしエアギャップが変動する提案アクチュエータでは，これらのパラメータも動作中に変動するた

め，既存の手法を適用して位置推定を行うことが非常に困難という問題がある．

1.6 現状の課題と研究の目的

ここまでに述べた様に，一自由度のリニア振動アクチュエータは製品の高機能化や利用範囲拡大の流れ

を受け，以前にも多自由度振動アクチュエータの検討が行われてきた．しかしながら，従来はその構造の提

案にのみ留まっている場合が大半であり，振幅の制御や，可動子のセンシングといった面が課題として依然

残ったままとなっている．

また多自由度化による機能拡張は，本来持つ特長を活かした上で更なる発展を目指したものであるべき

である．それにもかかわらず，振幅の制御やそのセンシングのために外部にセンサを要するのは得策ではな

く，リニア振動アクチュエータが有する優れた特長を損いかねない．しかし，多自由度に駆動するリニア振

動アクチュエータのセンサレス駆動は，現状では容易とは言えない．

これらの現状を受け，本研究では二自由度を有するリニア共振アクチュエータの提案とセンサレス制御の

実現により，リニア共振アクチュエータの実用化に貢献することを目的とする．この目的達成のための課題

を，先に述べた現状と課題から大きくは次の 3点と定め，その解決を図ることが本論文の趣旨である．

� 二自由度を有するリニア共振アクチュエータの提案

� 負荷時の特性の解明，およびフィードバック制御による振幅の安定化

� 位置・電流センサレス駆動手法の提案
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第 1. 緒論 1.7. 本論文の構成

1.7 本論文の構成

本論文は，本章を含めた 7章からなる．

� 第 1章では，リニア振動アクチュエータ，多自由度アクチュエータ，センサレス駆動の技術動向につ

いて述べた．また本研究で扱う二自由度共振アクチュエータの位置づけ，研究目的を明確にした．

� 第 2章では，本研究でアクチュエータの磁場解析に用いた三次元有限要素法について述べる．また，

非線形計算の考慮方法，電磁力の計算方法，運動方程式との連成法，メッシュの修正法について示す．

加えて有限要素法で計算した磁束を利用する簡易動解析手法について，解くべき回路方程式，近似手

法について示す．

� 第 3章では，二自由度を有する共振アクチュエータを提案し，ベクトル制御による制御手法および動

作特性について述べる．提案アクチュエータの動作原理を有限要素法によるシミュレーションにより

明らかにし，試作機を用いた実験から各軸を独立して制御可能であることを示す．

� 第 4章では，本共振アクチュエータに外部負荷が加わった場合の特性について検討する．加えてこの

とき振幅を維持する目的でフィードバック制御を適用した場合において，PIDおよび PSM制御の 2

種類の制御についてシミュレーションおよび試作機による実験により比較検討を行った結果を示す．

� 第 5章では，本共振アクチュエータの可動子位置を，位置センサを用いず推定し駆動する手法につい

て提案する．提案手法はコイルに発生する逆起電圧から位置を推定するものであり，推定に用いるコ

イル相の選び方に起因する差異について明らかにする．また，シミュレーションと試作機による実験

を行い，提案手法を用いて位置推定が可能であることを示す．

� 第 6章では，位置センサに加え，電流センサを用いること無く本アクチュエータを駆動する手法につ

いて提案する．電流センサを用いないため，コイルへの入力はベクトル制御ではなく 120度矩形波電

圧に基づいて行う．矩形波入力が与える影響についてベクトル制御の場合との比較を行い，消費電力

や振幅の面でベクトル制御との差異を明らかにする．また非通電区間を設けることで，5章で提案し

た位置推定手法が適用可能であることを述べ，位置，電流の両センサを用いることなく各軸を独立し

て制御可能であることを示す

� 第 7章では，各章で得られた成果を要約する．
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第2章 解析手法

近年，コンピュータ性能の向上により，有限要素法による数値解析を主として，解析シミュレーションに

よるアクチュエータ性能の事前予測，最適設計への活用が進んでいる．特に磁界方程式を回路方程式および

可動部の運動方程式と連成させた動作特性解析が実用的なレベルに達しており，様々な電磁アクチュエータ

の設計に応用されている．

以下に本研究で用いた解析手法について述べる．はじめに，三次元有限要素法を用いた電磁界解析につい

て述べる．次に，有限要素法によって求めた磁束を利用することで，簡易的に動解析を行う手法について述

べる．

2.1 電磁界の基礎方程式 [56, 57]

2.1.1 マクスウェルの基礎方程式

電磁界の諸現象を表す方程式は，すべてマクスウェルの基礎方程式から導出することができる [58]．

rotH = J +
∂D

∂t
(2.1)

rotE = −∂B

∂t
(2.2)

divB = 0 (2.3)

divD = ρ (2.4)

ここで，H は磁界の強さ，J は電流密度，Dは電束密度，Eは電界の強さ，Bは磁束密度，ρは電荷密度

である．また，B，H，D，E，J の間には次式のような関係がある．

B = µH (2.5)

D = εE (2.6)

J = σE (2.7)

ここで，µは透磁率，εは誘電率，σは導電率である．(2.3)式より，次式で定義される磁気ベクトルポテン

シャルAを導入する．
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2.1. 電磁界の基礎方程式 第 2. 解析手法

B = rotA (2.8)

2.1.2 静磁界問題

静磁界問題では，(2.1)式の時間微分項を零とした次式を取り扱う．

rotH = J (2.9)

(2.9)式に 2.5式および (2.8)式を代入すれば，静磁界の基礎方程式は次式のように表される．

rot

(
1

µ
rotA

)
= rot (νrotA) = J (2.10)

ここで，ν は磁気抵抗率で µの逆数である．

静磁界問題は (2.10)式を満足するAを求めて，(2.8)式から次のように磁束密度Bの x，y，z方向の成

分 Bx，By，Bz を求めることになる．



Bx =
∂Az

∂y
− ∂Ay

∂z

By =
∂Ax

∂z
− ∂Az

∂x

Bz =
∂Ay

∂x
− ∂Ax

∂y

(2.11)

2.1.3 時間依存場

磁束が時間的に変化するため，解析領域内にある導体または磁性体に渦電流が流れ，それによる反作用磁

界が問題となる場合がある．ただし，本論文で扱うアクチュエータは積層鋼板を用いており，渦電流を考慮

した解析を行っていないことを付記しておく．

反作用磁界が問題となる場は，方程式に時間微分項が入るので，一般的に時間依存場（渦電流）場と呼ば

れる．低周波を扱う場合，(2.1)式の右辺の時間微分項で表される変位電流は無視することができる．(2.8)

式を (2.2)式に代入することで次式を得る．

E = −
(
∂A

∂t
+ gradΦ

)
(2.12)

ここで Φは電気スカラポテンシャルであり，gradΦは，rot (gradΦ) = 0に起因して生じる項である．これ

より (2.7)式と (2.12)式から磁界の基礎方程式は次式で表される．

rot (νrotA) = J0 + Je = J0 − σ

(
∂A

∂t
+ gradΦ

)
(2.13)

Je = −σ

(
∂A

∂t
+ gradΦ

)
(2.14)

ここで，J0 は強制電流密度，Je は渦電流密度である．
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第 2. 解析手法 2.1. 電磁界の基礎方程式

なお，辺要素を用いる場合はゲージ条件としてΦ = 0を選択できるため，(2.14)式より電気スカラポテンシャ

ルΦを削除することもでき，通常A法と呼ばれる簡単な式となる．ただし，Φを未知数とした場合，未知変数の

増加により自由度が増すため連立一次方程式の反復解法である ICCG（IncompleteCholeskyConjugateGradient）

法の収束特性が改善され，計算時間が短くなるという利点がある [59]．これはA−Φ法と呼ばれている．こ

のとき次式で示される渦電流の発散条件を連立して計算を行う必要がある．

div

{
−σ

(
∂A

∂t
+ gradΦ

)}
= 0 (2.15)

2.1.4 永久磁石を含む場の基礎方程式

外部からの強制電流密度 J0と渦電流密度 Je以外に磁界を作る永久磁石が存在する場合の基礎方程式は

次式で表される．

rot (ν∗rotA) = J0 + Jm + Je (2.16)

ν∗ =


ν0 =

1

µ0
（永久磁石の領域）

ν =
1

µ
（永久磁石以外の領域）

(2.17)

B = rotA (2.18)

B =

µ0H +M （永久磁石の領域）

µH （永久磁石以外の領域）
(2.19)

ここで Jmは等価磁化電流密度，µ0および µは真空中および磁性体の透磁率，M は磁化である．なお，等

価磁化電流密度 Jm は次式を満足しなければならない．

Jm =

ν0rotM （永久磁石の領域）

0 （永久磁石以外の領域）
(2.20)

このように解析領域内に一般の磁性体と永久磁石が混在している場合はそれぞれを別々の式で取り扱う．

永久磁石中の磁気特性は (2.19)式に (2.1)式を適用すると，

rotν0 (B −M) = J (2.21)

となる．磁束密度を磁気ベクトルポテンシャルを用いて表すと次式になる．

rotν0 (rotA−M) = J (2.22)

ここで ν0 は真空中の磁気抵抗率である．

(2.22)式を変形すると次式となる．

rotν0 (rotA) = J + ν0rotM (2.23)
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2.2. 有限要素法による定式化 第 2. 解析手法

1e 

2e 

3e 

4e 

Az1e 

Ay1e 

Ax1e 

(a) 節点要素

 

1e 

2e 

3e 

4e 

Al21 

Al23 Al34 

Al41 

Al31 

Al42 

(b) 辺要素

図 2.1: 未知数の定義

2.2 有限要素法による定式化

2.2.1 未知数の定義方法

図 2.1に未知変数の定義方法を示す．ただし，未知変数には磁気ベクトルポテンシャルAを用いる．要

素には四面体要素を採用して，図中の矢印が未知変数を表す．従来の節点要素では図 2.1aに示す様に各節

点における磁気ベクトルポテンシャルの x，yおよび z方向成分を未知数とする．したがって，要素の境界

面上では磁気ベクトルポテンシャルの全成分が連続となる．しかしながら，節点要素法におけるAの全成

分の連続性は本来不要であり，接線方向成分のみの連続性で磁束密度および磁界の強さの連続性を満たした

解析ができる．そこで，辺上の磁気ベクトルポテンシャルを未知数とする辺要素（図 2.1b）を通常用いる．

辺要素においては境界面上で定義される未知変数が境界面に沿った成分のみであることから，先に述べた

接線方向のみの連続性を自然に満たすことができる．

2.2.2 ガラーキン法による残差方程式

前項の (2.16)式に，後述する要素の辺で定義される磁気ベクトルポテンシャルの補間関数N i を重み関

数として，ガラーキン法を適用すると渦電流および永久磁石を考慮した動磁場解析のための残差 Goi は次

式で定義され零となる．

Goi = Gli −Gj0i −Gjei −Gjmi = 0 (2.24)

Gli =

∫
V

N i {rot (νrotA)} dV (2.25)

Gj0i =

∫
Vc

N iJ0dV (2.26)

Gjei =

∫
Ve

N i

{
−σ

(
∂A

∂t
+ gradΦ

)}
dV (2.27)
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第 2. 解析手法 2.2. 有限要素法による定式化

Gjmi =

∫
Vm

N i (ν0rotM) dV (2.28)

ここで V は全領域，Vc は巻線の領域，Ve は渦電流が流れる導体の領域および Vm は永久磁石の領域であ

る．(2.25)式において磁気ベクトルポテンシャルは離散化の過程で要素内において一次近似されるため，回

転を 2回適用すると恒等的に零となり離散化できない．そこで次式のベクトル公式およびガウスの発散定

理を用いて変形する．

u · rotv = v · rotu− div (u× v) (2.29)

∫
V

divudV =

∫
S

u · ndS (2.30)

(u× v) ·w = u · (v ×w) (2.31)

(2.25)式にベクトル公式とガウスの発散定理を適用すると次式が得られる．

∫
V

N i {rot (νrotA)} dV =

∫
V

rotN i (νrotA) dV −
∫
S

N i {(νrotA)× n} dS (2.32)

ここで nは微少面積 dSの外向き単位法線ベクトルである．(2.32)式において右辺第二項は境界積分項で固

定境界上ではN i = 0となり，磁界の強さH が境界面に垂直な場合は n ×H = 0となるため結局零とな

る．したがって，通常この項を零，すなわち磁束は境界に対して平行または垂直にしか通らないものとして

解析する．

次に (2.28)式において永久磁石の磁化M は要素内で一定として与えるために，その回転量は恒等的に零

となる．そこで同式にもベクトル公式およびガウスの発散定理を適用すると次式が得られる．

∫
Vm

N i (ν0rotM) dV =

∫
Vm

rotN i (ν0M) dV −
∫
Sm

N i {(ν0M)× n} dS (2.33)

(2.33)式の境界積分項も零として，境界上の磁化M は垂直または平行であるとする．

以上より渦電流および永久磁石を考慮した動磁場解析のための残差 Goi は次式で定義される．なお，境

界積分項も示す．

Goi =

∫
V

rotN i (νrotA) dV −
∫
S

N i {(νrotA)× n} dS

−
∫
Vc

N iJ0dV −
∫
Ve

N i

{
−σ

(
∂A

∂t
+ gradΦ

)}
dV (2.34)

−
∫
Vm

rotN i (ν0M) dV +

∫
Sm

N i {(ν0M × n)} dS

ところで渦電流についても解析を行う場合，(2.13)式において電気スカラポテンシャルも未知変数となる．

この場合 Φが未知な節点の数だけさらに方程式が入用となり，(2.13)式と次式で示す電荷保存則をAと Φ

について連立して解く必要がある．

divJe = 0 (2.35)
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2.2. 有限要素法による定式化 第 2. 解析手法

(2.14)式と (2.35)式より，後述する要素の節点で定義される電気スカラポテンシャルの補間関数Niを重

み関数として，ガラーキン法を適用すると残差 Gdi は次式で定義され零となる．

Gdi =

∫
Ve

NidivJedV = 0 (2.36)

また (2.36)式にベクトル公式およびガウスの発散定理を適用すると次式が得られる．

∫
Ve

NidivJedV =

∫
Se

NiJendS −
∫
Ve

gradNiJedV (2.37)

(2.37)式より渦電流が境界面に対して並行に流れる場合には，上式の右辺第一項の境界積分項は零にな

る．また，境界面に対して垂直な場合，磁気ベクトルポテンシャルと電気スカラポテンシャルは固定境界と

なるため零になる．したがってこの項を零，すなわち渦電流は境界に対して平行または垂直にしか流れない

ものとする．以上よりA− Φ法を用いる場合，(2.34)式と (2.36)式の連立方程式を解くことで磁束分布お

よび渦電流分布を解析することが可能となる．

2.2.3 補間関数

(2.34)式を一次四面体要素により離散化する際に，図 2.2に示す要素 eにおいて相対辺番号 leに対応す

る相対節点番号me，neを定義する．未知変数は図中に示す相対節点番号meから相対節点番号 neへ向か

う方向を正とする．このとき要素の辺で定義される磁気ベクトルポテンシャルの補間関数N le は次式で定

義される．

N le = λmegradλne − λnegradλme (2.38)

ここで λmeおよび λneはそれぞれ相対節点番号me，neに対応する体積座標である．体積座標とは相対座

標の一種で図 2.3に示す様に，相対節点番号meに相対する面を底面とする斜線部の四面体の体積 Vme と

要素 eの体積比で定義され次式で表される．

λme =
1

6Ve
(ame + bmex+ cmey + dmez) (2.39)

Ve は要素 eの体積で，次式で表される．

Ve =
1

6

4∑
me=1

(−1)
me

xme {yne (zoe − zpe) + yoe (zpe − zne) + ype (zne − zoe)} (2.40)

式中のme，ne，oe，peは循環する相対節点番号を示し，例えばme = 2のとき ne，oe，peはそれぞれ

3，4，1，に対応する．また，ame，bme，cme，dme は次式で表される．

ame = (−1)
me

xne {(ypezoe − yoezpe) + xoe (ynezpe − ypezne) + xpe (yoezne − ynezoe)} (2.41)

bme = (−1)
me {yne (zoe − zpe) + yoe (zpe − zne) + ype (zne − zoe)} (2.42)

cme = (−1)
me {zne (xoe − xpe) + zoe (xpe − xne) + zpe (xne − xoe)} (2.43)

dme = (−1)
me {xne (yoe − ype) + xoe (ype − yne) + xpe (yne − yoe)} (2.44)

(2.39)式を (2.38)式に代入すると次式が得られる．
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  ne 

me 

le 

oe 

pe 

Element (e) 

Relative edge number 

Relative node number 

図 2.2: 節点と辺の関係

N le =
1

36V 2
e

[{amebne − anebme + (cmebne − cnebme) y + (dmebne − dnebme) z} i

{amecne − anecme + (bmecne − bnecme)x+ (dmecne − dnecme) z} j (2.45)

{amedne − anedme + (bmedne − bnedme)x+ (cmedne − cnedme) y}k]

ここで，i，j，kはそれぞれ x，y，z方向の単位ベクトルである．辺 leは複数個の要素に共有されている

が，いずれの要素で求めた辺 leの補間関数を同一にするためには，辺 leの両端の節点meおよび neの絶

対節点番号 nmeおよび nneが，nme > nneとなるように相対節点番号をつければよいことになる．要素

e内における磁気ベクトルポテンシャルAeは (2.45)式のベクトル補間関数N leを用いて次式で表される．

Ae =
6∑

le=1

N leAle (2.46)

ここでAleは要素 eの相対辺番号 leに沿った未知変数である．また，その単位はベクトル補間関数Nleの単

位がm−1 であることからWbの次元を有する．すなわち，Ale という未知変数は磁気ベクトルポテンシャ

ルの単位Wb/mよりも長さの次元だけ高く，ラプラス問題などの既知の境界値を与えるときには，磁気ベ

クトルポテンシャル値にその辺の長さをかけたものを未知変数 Ale に与えなければならないので注意を要

する．以上より (2.45)式と (2.46)式を用いることで，(2.34)式を離散化することができる．

渦電流の電荷保存則の (2.37)式を離散化する際に，要素の節点で定義される電気スカラポテンシャル Φ

の補間関数Nne は次式で定義される．

Nne =
1

6Ve
(ane + bnex+ cney + dnez) (2.47)

これより要素 e内における電気スカラポテンシャル Φe は (2.47)式を用いて次式となる．

Φe =

4∑
ne=1

NneΦne (2.48)

以上より (2.47)式と (2.48)式を用いることで，(2.37)式を離散化することができる．
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  ne 

me 

oe 

pe 

Vme 

図 2.3: 体積座標

2.2.4 境界条件

図 2.4に示すような透磁率が異なる二つの領域間の境界面 Γ 上の磁束密度B，磁界の強さH の連続性を

考察する．ただし，境界面は x-y平面に平行であると仮定する．電磁界において磁界が満足すべき物理的な

境界条件は次式で表される．

B1 · n = B2 · n (2.49)

H1 × n = H2 × n (2.50)

ここで，B1およびB2はそれぞれ領域 1および領域 2の磁束密度，H1およびH2はそれぞれ領域 1およ

び領域 2の磁界の強さ，nは境界面 Γ の単位法線ベクトルである．(2.49)式は境界面に対する磁束密度の

法線方向の連続条件，(2.50)式は磁界の強さの接線方向の連続条件を示している．(2.50)式の磁界の強さの

接線方向成分の連続条件は，前述の (2.32)式の右辺第二項の境界積分項を零とすることで満たすことがで

きる．また，磁束密度は磁気ベクトルポテンシャルAを用いて (2.8)式で表されることから，磁束密度の

接線方向の連続性は，磁気ベクトルポテンシャルの連続条件を考えればよいことになる．(2.49)式と (2.8)

式より，Γ 上のAの分布に関して次式が得られる．

∂Ay1

∂x
− ∂Ax1

∂y
=

∂Ay2

∂x
− ∂Ax2

∂y
(2.51)

(2.51)式より，Γ 上で Γ に平行な二成分AxとAy のみが連続であれば磁束密度の法線方向成分の連続性

が満たされることを示している．

次に有限要素法では有限の領域を取り扱うことから (2.49)式と (2.50)式を満足する解析領域のとり方に

ついて検討する．(2.49)式および (2.50)式において領域 1を解析領域の内部，領域 2を解析領域の外部と

すれば，境界面上では境界面に沿った磁気ベクトルポテンシャルのみで，磁束密度および磁界の強さが表さ

れる．境界面上の磁気ベクトルポテンシャルが零以上であれば，(2.8)式より磁束密度Bは境界面に対して

必ず垂直となり，このような境界を自然境界と呼ぶ．一方，磁束密度Bが境界面に対して平行な場合，境

界面に沿った磁気ベクトルポテンシャルは一定値でなければならない．このような境界を固定境界と呼ぶ．

なお，遠方境界においても境界面に沿った磁気ベクトルポテンシャルは零として与えるため，遠方境界は固

定境界の一種であることがわかる．

18



第 2. 解析手法 2.2. 有限要素法による定式化

Region 2 B2� H2� Je2� E2 

Region 1 

n B1� H1� Je1� E1 Boundary Γ 

図 2.4: 二つの領域の境界

続いて，渦電流密度 Jeと電界の強さEの境界条件について検討する．磁界と同様に，渦電流密度 Jeと

電界の強さE が満足すべき物理的な境界条件は次式で表される．

Je1 · n = Je2 · n (2.52)

E1 × n = E2 × n (2.53)

ここで，Je1および Je2はそれぞれ領域 1および領域 2の渦電流密度，E1およびE2はそれぞれ領域 1お

よび領域 2の電界の強さとする．(2.52)式は，境界面に対する渦電流密度 Jeの法線方向の連続条件，(2.53)

式は電界の強さE の接線方向成分の連続条件を示している．(2.52)式の渦電流密度の法線方向の連続条件

は，前述の (2.37)式の右辺第一項の境界積分項を零とすることで満たすことができる．また，電界の強さは

磁気ベクトルポテンシャルAと電気スカラポテンシャル Φを用いて (2.12)式で表されることから，(2.53)

式より Γ 上のAと Φの分布に関して次式が得られる．


∂Ax1

∂t
+

∂Φ1

∂x
=

∂Ax2

∂t
+

∂Φ2

∂x

∂Ay1

∂t
+

∂Φ1

∂y
=

∂Ay2

∂t
+

∂Φ2

∂y

(2.54)

(2.54)式より Γ 上で Γ に平行な二成分 Axと Ay および Φが連続であれば，電界の強さEの接線方向成

分の連続性が満たされることを示している．

次に領域 1を解析領域内部，領域 2を解析領域の外部とする有限領域について検討する．渦電流密度 Je

は (2.14)式より磁気ベクトルポテンシャルAと電気スカラポテンシャル Φにより表されるが，Aは磁束密

度B の境界条件により決定されるため渦電流密度の境界条件は Φを用いて指定することができる．まず，

境界面上の電気スカラポテンシャルを未知数とする，いわゆる自然境界とすると (2.37)式の右辺第一項を

零とすることから，渦電流密度 Jeは境界面に対して並行となる．また，境界面に沿った電気スカラポテン

シャルを零とする，いわゆる固定境界とすると，渦電流密度は境界面に対して垂直となる．

2.2.5 時間依存場計算法

(2.14)式の時間微分項である ∂/∂tの処理法としては，差分近似法と複素数近似法の二種類がある．しか

しながら，磁性体の透磁率の非線形性を考慮するためには差分近似を用いる必要がある．そこで本論文で
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は時間微分項の取り扱いには差分近似法を適用する．

差分近似法は解析する時間領域を微少時間幅∆tで小刻みに区切り，その区間内では現象が直線的に変化

するものと仮定して微分方程式を離散化し，step-by-step法により計算する手法である．この直線の勾配の

決定方法により，前進，後退，中央差分法などがある．この中から解の収束性より後退差分法を用いた．後

退差分法は時間微分項を次式に示すように時刻 t+∆tにおける勾配で与える方法である．

∂At+∆t

∂t
=

At+∆t −At

∆t
(2.55)

2.2.6 非線形計算法

磁界解析の解析対象となる鉄などの磁性体の磁気特性は，一般に非線形性を有し，その透磁率は磁束密度

に対して一定では無い．磁性体の磁気特性を正確に考慮するには各要素に適当な透磁率を仮定して磁束密

度を計算し，その結果得られた各要素の磁束密度に応じて透磁率を修正して磁束密度を再度計算する必要

がある．これを収束するまで繰り返すのだが，その繰り返し計算法として優れた収束性を有するニュート

ン・ラプソン法がよく用いられる．この方法によれば，解くべきマトリクスは (2.34)式と (2.36)式より次

式で表される．


[
∂Gt+∆t

oi

∂At+∆t
l

] [
∂Gt+∆t

oi

∂Φt+∆t
l

]
[
∂Gt+∆t

di

∂At+∆t
l

] [
∂Gt+∆t

di

∂Φt+∆t
l

]



δAt+∆t
l

δΦt+∆t
l

 =


−
{
Gt+∆t

oi

}
−
{
Gt+∆t

di

}
 (2.56)

(2.56)式の係数マトリクスは次式で与えられる．ただし，時間微分項は後退差分近似し，等方性の磁性体

の場合について示す．

∂Gt+∆t
oi

∂At+∆t
l

=
∑
Ω


∫
V

rotNe
i · (νerotNe

l ) δ
e
i δ

e
l dV

+2
∂νe

∂
(
Be

t+∆t

)2 ∫
V

(
rotN ·Be

t+∆t

)
·
(
rotNe

l ·Be
t+∆t

)
δei δ

e
l dV (2.57)

+
∑
Γje

1

∆t

∫
Ve

Ne
i · (σeNe

l ) δ
e
i δ

e
l dV


∂Gt+∆t

oi

∂Φt+∆t
l

=
∑
Γje

∫
Ve

Ne
i · (σegradNe

l ) δ
e
i δ

e
l dV (2.58)

∂Gt+∆t
di

∂At+∆t
l

=
∑
Γje

∫
Ve

gradNe
i · 1

∆t
(σeNe

l ) δ
e
i δ

e
l dV (2.59)

∂Gt+∆t
di

∂Φt+∆t
l

=
∑
Γje

∫
Ve

gradNe
i · (σegradNe

l ) δ
e
i δ

e
l dV (2.60)

ここで Ωと Γje はそれぞれ全領域および渦電流が流れる領域である．またBe
t+∆t は時刻 t+∆tにおける

要素 eの磁束密度である．(2.57)～(2.60)式は絶対辺番号 iおよび lを有する要素 eについてのみ計算して，

それらの和をとれば (2.56)式のマトリクスが作成できることを表している．すなわち δei と δel がこれらを
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表す関数であり，それぞれ要素 eが絶対辺番号 iおよび lを有するとき 1，それ以外のとき 0となる．なお

(2.56)式の係数マトリクスは，(2.58)式と (2.59)式より，下段の行に ∆tを乗じれば対称となることから，

ICCG法が適用可能となる．また (2.57)式中の ∂νe/∂
(
Be

t+∆t

)2
は，磁化曲線から求められる．線形解析の

場合においてはこれを零として 1回計算すればよい．

2.3 マクスウェルの応力法による電磁力の計算

磁界内の物体に働く力を求める方法には，マクスウェルの応力法，エネルギー変位法，磁化電流法，磁気

モーメント法などがあるが，中でもマクスウェルの応力法がよく用いられ [58]，本論文でもマクスウェルの

応力法を適用する．

ファラデー・マクスウェル理論では二電荷間に作用する力は周囲の媒体を伝わり，あたかも弾性の糸を

引っ張るときに力が弾力としてその間を伝わるように電気作用もまた力管なるもので満たされた媒質の一

種の歪みに起因して生じ，この歪んだ状態が電界であると考えている [58]．同様に磁界においても，電磁力

が働くものとしてこの歪んだ状態が磁界であると考えることができる．電磁界内にある閉曲面 S に囲まれ

た領域 V 内の単位体積当たりに作用する力を f とすれば，閉曲面 S 内の全体積に作用する力 F は，f を

全領域について積分することで得られる．それはまた面 S の単位面積当たりに作用する力，すなわち S 上

の応力 pを全表面について積分したものに等しく，次式で表すことができる．

F =

∫
V

fdV =

∮
S

pdS (2.61)

次に，f の各成分 fx，fy，fz がそれぞれ未知ベクトル T x，T y，T z の発散量で表されるとすると次式を

得ることができる．

F =

∫
V

(idivT x + jdivT y + kdivT z) dV

=

∫
S

(iT x · n+ jT y · n+ kT z · n) dS (2.62)

ここで，nは微少面積 dSの単位法線ベクトルである．(2.61)式と (2.62)式より応力 pは次式で表すことが

できる．

p = T · n (2.63)

T =


T x

T y

T z

 =


Txx Txy Txz

Tyx Tyy Tyz

Tzx Tzy Tzz


このとき T はマクスウェルの応力テンソルを表し，次式で与えられる．

T = [Tij ] , Tij =
1

µ

{
BiBj −

1

2
(δij + γ)B2

}
(i, j = x, y, z) (2.64)

式中 µは物質中の透磁率，Bx，By，Bz はそれぞれ磁束密度の x，y，z方向成分，δij は次式に示すクロ

ネッカのデルタ関数である．

21



2.4. 電流分布計算法 第 2. 解析手法

δij =

1 (i = j)

0 (i ̸= j)

(2.65)

また γ は物質の磁束密度mの変化による透磁率の変化を表す量で，次式で表される．

γ =
m

µ
· dµ

dm
(2.66)

真空（空気）中では，γ = 0としてよいため，閉曲面が真空中を取り囲む場合には (2.64)式は次式となる．

T = [Tij ] , Tij =
1

µ0

{
BiBj −

1

2
δijB

2

}
(i, j = x, y, z) (2.67)

ここで電磁石の可動鉄心に働く力を求めるときには，可動鉄心を囲む閉曲面 Sのとり方は任意であるが，領

域の分割によって計算結果に影響を生じる．最も誤差の少ない閉曲面を選ぶには，磁束分布の変化が緩やか

で，かつメッシュを細かく分割しているところを選ぶ必要がある．そのため電磁石では空気と接する可動鉄

心の表面より離れた空間に積分面 S を選ぶのがよい [60]．

2.4 電流分布計算法

電流の流れる導体が複雑な形状をしている場合，(2.26)式の強制電流密度 J0の方向ベクトルを与えるこ

とは容易ではない．そこで磁界解析の前にあらかじめ電流分布を解析することで強制電流密度 J0の方向ベ

クトルを求める [61]．電流分布解析の基礎方程式は次式で表される．

rot

(
1

σ
rotT

)
= 0, J = rotT ,

∮
T · ds = I (2.68)

ここで σは導電率，T は電流ベクトルポテンシャル，J は電流密度，I は電流値である．(2.68)式の電流 I

を単位電流として解き，得られた J を強制電流密度 J0 の方向ベクトルとすることで任意の形状の導体に

流れる電流の方向ベクトルを求めることが可能となる．

2.5 電圧が与えられた回路方程式との連立による数値計算 [62]

解析領域内に定常電流が流れているときは，(2.34)式の強制電流密度を直接与えることで解析が可能であ

る．しかしながら，時刻 t = 0で電圧を回路に急に与えたときに生じる過渡現象を扱う場合，電流は時間的

に変化するため強制電流も未知変数として扱い，電気回路方程式と連成して解析する必要がある．そのと

き電気回路方程式は次式となる．

η = V0 −RI0 − L
di0
dt

− dΨ

dt
= 0 (2.69)

ここで V0は巻線の端子電圧，Rは抵抗，Lは解析領域外のインダクタンスである．また Ψ は鎖交磁束数で

あり次式となる．

Ψ =
nc

Sc

∫ (∮
A · ds

)
dS (2.70)
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ここで ncは巻線の巻数，Scは巻線の断面積，dsは強制電流に沿った微少線分，dSは巻線の断面積上の微

少面積である．微少線分 dsの方向は，巻線の断面の法線ベクトルと同じであるから，(2.70)式は次式で表

すことができる．

Ψ =
nc

Sc

∫
A · nsdV (2.71)

(2.69)式に (2.71)式を代入すると次式を得る．ただし，時間微分項は後退差分近似した．

η = V0 −RIt+∆t
0 − L

It+∆t
0 − It0

∆t
− 1

∆t

nc

Sc

∫
Γj0

(
6∑

le=1

N leA
t+∆t
le −

6∑
le=1

N leA
t
le

)
· ne

sdV = 0 (2.72)

なお，強制電流 I0 と強制電流密度 J0 の関係式は次式である．

J0 =
nc

Sc
I0ns (2.73)

これより (2.73)式を (2.26)式に代入することで次式を得る．

G
(e)t+∆t
j0i =

∑
Γj0

nc

Sc
It+∆t
0

∫
Ne

i · ne
sδ

e
i dV (2.74)

(2.73)式を用いて (2.34)，(2.37)，(2.72)式を連立して非線形解析を行う場合に解くべきマトリクスは次式

で表される．



[
∂Gt+∆t

oi

∂At+∆t
l

] [
∂Gt+∆t

oi

∂It+∆t
0

] [
∂Gt+∆t

oi

∂Φt+∆t
l

]
[
∂ηt+∆t

∂At+∆t
l

] [
∂ηt+∆t

∂It+∆t
0

]
[0][

∂Gt+∆t
di

∂At+∆t
l

]
[0]

[
∂Gt+∆t

di

∂Φt+∆t
l

]





δAt+∆t
l

δIt+∆t
0

δΦt+∆t
l


=



−
{
Gt+∆t

oi

}
−
{
ηt+∆t
0

}
−
{
Gt+∆t

di

}


(2.75)

∂Gt+∆t
oi

∂It+∆t
0

=
nc

Sc

∑
Γj0

∫
Ne

i · ne
sδ

e
l dV (2.76)

∂ηt+∆t

∂At+∆t
l

=
nc

Sc
· 1

∆t

∑
Γj0

∫
Ne

i · ne
sδ

e
l dV (2.77)

∂ηt+∆t

∂It+∆t
0

= −R− L

∆t
(2.78)

(2.75)式の対称な位置関係にある係数マトリクス (2.76)式と (2.77)式は，このままでは等しくなくマトリ

クスに ICCG法を適用できない．そこで (2.75)式の ηに関する行に∆tを乗じることで (2.75)式の係数マ

トリクスは対称となり，マトリクスの解法に ICCG法が適用可能となる．

2.6 運動方程式との連立による数値解析

リニア振動アクチュエータのような電磁アクチュエータに電圧が印加されて，可動子が移動する場合，各

時刻における可動部の位置を求め，それに応じて三次元分割図を自動的に修正しながらアクチュエータの

動作特性を解析することが必要となる．図 2.5にアクチュエータの動作特性解析のためのフローチャートを

示す．
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Magnetic field analysis 

 
Calculation of motion 

equation 

Mesh modification according 
to movement 

Input of initial condition 

図 2.5: 動作特性解析のフローチャート

2.6.1 運動方程式

電磁アクチュエータに電圧が印加されて，電磁力が負荷力を上回ると可動部が移動を始める．可動部の過

渡動作特性を解析するには，可動部に関する運動方程式を解かねばならない．そこで x方向のみに直線運

動する可動部について解くべき運動方程式は次式で表される．

mx
d2x

dt2
+ cx

dx

dt
+ kxx+ Fsxsgn

(
dx

dt

)
= Fx (2.79)

ここでmx は可動子の質量，cx は粘性減衰係数，kx はばね定数，Fsx はクーロン摩擦力，Fx は電磁力で，

添え字はそれぞれ x方向成分を示す．

また平面運動を行う場合，(2.79)式に加え，z方向に運動する可動部について運動方程式を解く必要があ

る．解くべき運動方程式は x方向と同様の形式となり，添え字 zを用いて次式で表される．

mz
d2z

dt2
+ cz

dz

dt
+ kzz + Fszsgn

(
dz

dt

)
= Fz (2.80)

2.6.2 離散化

(2.79)式を後退差分近似すると，時刻 tにおける可動子の加速度 αt は次式となる．

αt =

F t
x − cx

dxt

dt
− kxt ± Fsxsgn

(
dx

dt

)
mx

(2.81)

微少時間 ∆t間の可動子の移動距離 ∆xt は，可動子の運動を等加速度運動とみなすと次式で近似すること

ができる．

∆xt = vt∆t+
αt (∆t)

2

2
(2.82)

ここで vt は時刻 tにおける可動子の速度である．また，可動子の運動が振動を伴う場合，次式の方がよい

結果が得られる [63]．
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第 2. 解析手法 2.6. 運動方程式との連立による数値解析

∆xt = vt∆t+ αt (∆t)
2

(2.83)

次の時刻 t+∆tの可動子の移動距離 xt+∆t および速度 vt+∆t は次式で表される．

xt+∆t = xt +∆xt (2.84)

vt+∆t = vt + αt∆t (2.85)

ここで xtは時刻 tにおける可動子位置である．以上より (2.81)～(2.85)式を∆tごとに時間を追って計算す

れば，可動子の位置と時間との関係を求めることができる．また，可動子の z方向位置に関する (2.80)式

も同様に離散化することができる．

2.6.3 三次元分割図自動修正法

有限要素法を用いて移動問題を解く場合，移動物体の移動と共に磁界解析に必要な三次元分割図を時間の

経過と共に変更しなければならない．以下に本研究で用いた平面運動の分割図自動修正法 [64]を説明する．

本手法はあらかじめ x方向の初期と最終分割図，z方向の初期と最終分割図の 4つの分割図を作成して，

4つの分割図の座標を補間することで平面運動する三次元分割図を自動修正する．この方法は可動部の移動

に伴い要素数や節点数が変化しないため，マトリクスのサイズは変化せず，また手法としては非常に簡単で

あるためメッシュの修正に要する計算時間は短い．ただし，可動部の移動に伴い可動部周辺の空気領域の要

素が偏平になりやすく，長大なストロークを持つ移動体の解析には適さない．以下に本手法の手順を示す．

ステップ 1　

図 2.6に示すように 4つの分割図をあらかじめ準備する．なおそれぞれは x方向における初期（2.6a）と最

終位置（2.6b）の分割図，z方向における初期（2.6c）と最終位置（2.6d）の分割図であり，要素数や節点

数，要素を構成する節点番号は等しいとする．つまり 4つの分割図の違いは節点の座標のみである．また

簡単のため二次元分割図で示しているが，三次元図でも同様である．

ステップ 2

可動部の運動に伴いすべての節点に対して，x方向における初期分割図の座標Qpxと最終分割図の座標Qpx′，

z方向における初期分割図の座標Qpz と最終分割図の座標Qpz′ から補間し，次式を用いて新しい節点座標

Qpx′′，Qpz′′ を計算する．

Qpx′′ = (1−Rx)Qpx +RxQpx′

Qpz′′ = (1−Rz)Qpz +RzQpz′

(2.86)

ここで Rx と Rz は各方向の移動距離の割合を示しており，次式で求めることができる．
Rx =

∆lx
lx

(0 ≤ Rx ≤ 1)

Rz =
∆lz
lz

(0 ≤ Rz ≤ 1)

(2.87)
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2.7. 磁束テーブルを用いた簡易動解析 第 2. 解析手法

(a) x 初期メッシュ (b) x 最終メッシュ (c) z 初期メッシュ (d) z 最終メッシュ

図 2.6: 四分割法におけるメッシュ

ここで∆lxと∆lz はそれぞれ運動方程式によって得られる可動部の x，z方向の移動距離であり，lxと lz は

それぞれ xと z方向における可動部の初期位置と最終位置の間の距離である．(2.85)式と (2.86)式を解析領

域のすべての節点に対して適用することで可動部の平面運動に伴う三次元分割図の自動修正が可能となる．

2.7 磁束テーブルを用いた簡易動解析 [12]

ここまでに述べた様に，リニア振動アクチュエータの各種特性を求めるためには，有限要素法により電

磁界方程式，電気回路方程式，運動方程式とを連成させて時間ステップで解く．しかし対象とするアクチュ

エータの特性によっては定常状態に達するまでに数千ステップを要する．提案アクチュエータの場合は定常

状態になるまで 4秒程度の解析を行う必要がある．このとき後に述べるフィルタなどの影響も含め十分な

時間刻みを用いると dt＝ 10µ秒が必要であり，1ステップ当たりの解析時間は 0.36分であったので，定常

状態までの解析時間は合計で 240時間となる．基本的な特性を求めるために一度解析を行うのであれば良

いが，パラメータを変えながら解析するには非常に時間がかかりとても現実的とは言えない．

本論文では，フィードバック制御のシミュレーションなどパラメータを変えながら多数の条件を解析する

必要がある場合に，ルンゲクッタ法を用いた簡易解析によって解析を行った．この手法では予め位置と電

流値をインデックスに持つテーブルを推力と磁束に関して作成し，各時間ステップでは FEM解析を行わず

テーブルから求めた値を用いる．

運動方程式（式 (2.79)，(2.81)）を解く際には，FEMによって推力 Fx，Fz を求めるのではなく，各位置

と電流に応じた推力をテーブルから補間することで計算する．電気回路方程式に関しても，位置と電流値

に対する磁束のテーブルを用いて次式を計算する．

en = Rnin −Nn
dΦ

dt
(2.88)

ここで添字 nは U，V，Wの各相をとり，eはコイルの印加電圧，Φはコイルを貫く磁束，Rはコイル抵

抗，N はコイルのターン数である．

式 (2.79)，(2.81)と式 (2.88)を連立し，時間ステップを進めながら解くことで所望の結果を得ることがで

きる．このテーブルによる補間計算では，FEMにより計算される推力値とは若干の誤差を生じるが，解析

に要する時間を非常に短くすることができる．また渦電流や透磁率の非線形性を無視できる領域では両者

はよく一致し，アクチュエータの挙動を求めるには十分な精度を有する．
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第3章 二自由度共振アクチュエータの原理と基本

特性

本章では，提案する二自由度共振アクチュエータとその制御方法について述べる．提案するアクチュエー

タは，各軸方向の駆動に関する磁気回路を共有しており，ベクトル制御によって磁界の発生方向を制御する

ことによって駆動する．本研究では，電磁界シミュレーションと試作機を用いた実験により原理検証を行う．

両手法を用いた検証では，提案アクチュエータの静的な推力特性および共振駆動時の特性を明らかにする．

3.1 構造と制御手法

3.1.1 基本構造

提案する二自由度共振アクチュエータの基本構造を図 3.1に示す．本アクチュエータは，4極 3スロット

の永久磁石同期電動機を直線上に展開した構造を有する．その際どの位置で展開するかは自由に決定でき

るが，図中に示す位置が初期位置となるよう設定した．この配置とした場合，リニアアクチュエータ特有の

端効果の影響を低減し，また可動子中心位置が磁気的な安定位置となるため都合が良い．

本アクチュエータは x軸方向に±1.2mm，z軸方向に±0.5mmを駆動可能領域と設定している．可動部は

図中に示した方向に磁化された希土類磁石（NdFeB, Br=1.42T）と磁性材料（SUY）でできたバックヨー

クで構成されている．固定部は E字形のステータ（ケイ素鋼板）と各磁極に巻かれた 3つのコイルから構

成される．可動子-固定子間のエアギャップは無負荷状態において 1mmとなるよう支持されており，x軸，z

軸の各方向に独立に駆動されるよう共振ばねが装着されている．

U phase coil

Stator yoke

Back yoke

Resonance spring

x

z
y

V phase coil
W phase coil

Magnetization

Permanent magnet

図 3.1: 二自由度共振アクチュエータの基本構造

27



3.1. 構造と制御手法 第 3. 二自由度共振アクチュエータの原理と基本特性

Flat spring

Trajectory of z-axis  

equilibrium position

図 3.2: 可動子支持部の構造

3.1.2 可動子支持構造

図 3.2に可動子の支持構造を示す．x軸方向の可動部（図中青線で囲われた範囲）は板ばねによって左右

から吊すように支持されている．z軸の可動部（図中赤線で囲われた範囲）は x軸方向の可動部の中でコイ

ルばねによって支持される．これら支持機構は各軸方向の並進運動を許容し，回転についてはいずれの軸周

りについても許容しない．ただし x軸方向の可動部は直線では無く振り子状の移動軌跡となるため，z軸方

向へも全体が微少ではあるが変位する．すなわち，z軸方向のばねのつり合い中心は，図中に破線で示した

ような曲線状の軌跡を描く．この変位を板ばね長 lの振り子運動と近似すると，振れ角 θにおける z軸方向

の強制変位∆zは次式で表される．

∆z = l (1− cos θ) (3.1)

シミュレーションでは 3.1式を用いて，z軸方向のばね中心位置を修正しながら計算を行う必要がある．

3.1.3 ベクトル制御

三相巻線を有するモータの制御として d-q回転座標上で電流値を制御するモデルがよく用いられる．この

モデルでは三相の交流電圧・電流を二相の直流へと座標変換することで制御量を扱いやすくすることがで

きる．図 3.3にベクトル制御時における座標軸を示した．固定子の各コイルの発生する磁束の向きに uvw

軸を，空間に固定された直交二軸に α-β 軸を，可動子と共に回転する回転座標に d-q 軸を設定する．この

とき d-q軸上で電流値 idおよび iq を考える．通常の回転型モータを制御する場合，iq 成分は直接的にトル

クに寄与する．一方 id成分は永久磁石による界磁磁束を強める，あるいは弱める電流成分となる．id成分

は SPM型のモータでは直接的にトルクには寄与しないが，弱め界磁制御などに用いることでモータの動作

範囲を拡大することができる．本研究で対象とするアクチュエータの様にリニアに展開されたモータにお

いては，永久磁石による界磁磁束を変化させることは吸引方向の力を変化させることに等しい．これを利

用し，iq 成分を x方向の駆動力，id 成分を z方向の駆動力として用いることで，各軸方向の駆動を独立に

制御する．

固定子座標系である uvw座標から，同じく固定子座標系である α-β 座標へは次式によって変換される．
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第 3. 二自由度共振アクチュエータの原理と基本特性 3.1. 構造と制御手法

α

β

u

v

w

d
q

V phase Coil

W phase Coil

�

U phase Coil

図 3.3: ベクトル制御における座標軸
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次に α-β 座標から d-q回転座標へ次式にて変換される．

 d

q

 =

 cos θ sin θ

− sin θ cos θ

 α

β

 (3.3)

ここで θは固定子座標上ので可動子回転角度である．(3.3)式に (3.2)式を代入することで，uvw座標から

d-q回転座標への変換が得られ，次式で表される．

 d

q

 =

√√√√2

3


cos θ cos

θ −
2

3
π

 cos

θ +
2

3
π


− sin θ − sin

θ −
2

3
π

 − sin

θ +
2

3
π






u

v

w

 (3.4)

また逆に d-q回転座標から uvw座標への変換は次式で表される．


u

v

w

 =

√√√√2

3



cos θ − sin θ

cos

θ −
2

3
π

 − sin

θ −
2

3
π


cos
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3
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 − sin
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 d

q

 (3.5)
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3.2. 静推力特性解析 第 3. 二自由度共振アクチュエータの原理と基本特性
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(a) アクチュエータ寸法
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z
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(b) 解析モデル（1/2 モデル）

図 3.4: 解析に用いたアクチュエータ

3.1.4 動作原理

3.2 静推力特性解析

3.2.1 解析モデル・条件

解析に用いたアクチュエータの寸法を図 3.4aに示す．また可動子が中心に位置するときの空気領域を除

く有限要素分割図を図 3.4bに，解析条件および解析諸元をそれぞれ表 3.1a，表 3.1bに示す．解析モデルは

モデルの対称性から 1/2モデルとして解析を行った．

3.2.2 ディテント特性

エアギャップを 1mmに保ったときの x軸および z軸のディテント力の解析結果を図 3.5に示す．x軸方

向については原点を中心にほぼ線形の磁気ばね特性を示している．その値は約 4N/mmであり，また傾き

が負であることから中心が安定点であることが確認できる．z軸方向については x方向の変位に対し，可動

範囲内の全域でおよそ一定の吸引力が働いていることが確認できる．その吸引力は中心位置で最大となり，

約 7.6Nであった．

可動子が中心に位置するときの磁束密度ベクトル分布を図 3.6に示す．図より永久磁石から発生した磁束

が，エアギャップを介してステータに流れる磁気回路を形成していることが確認できる．また，この時点で

ステータに磁気飽和は発生していないことも合わせて確認できる．

3.2.3 電流推力特性

各位置におけるアクチュエータの推力特性を明らかにするため，U，V，Wの各相にそれぞれ 100Aの起

磁力を与えた場合の解析を行った．各相に電流を流した際の x軸位置に対する x軸方向推力を表 3.7aに，z

軸方向推力を表 3.7bに示す．なお図中に示した電流推力とは，各相コイルに電流を流して得られた全推力
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第 3. 二自由度共振アクチュエータの原理と基本特性 3.2. 静推力特性解析

表 3.1: 静解析解析条件・諸元

(a) 解析条件

Coils

Maximum voltage (V) 3.6

Resistance (Ω) 0.16

Number of turns (turn) 45

x-axis

Mass of Mover (g) 53.76

Spring constant (N/mm) 11.5

Viscous dampling coefficient (Ns/m) 0.10

z-axis

Mass of Mover (g) 24.78

Spring constant (N/mm) 40.75

Viscous dampling coefficient (Ns/m) 0.25

(b) 解析諸元

Number of elements 306,400

Number of edges 367,200

Number of unknown variables 347,800

Number of steps 25

CPU time (min) 23

Computer used : Core2 Duo 3.0GHz PC
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図 3.5: 各軸ディテント力解析結果
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3.2. 静推力特性解析 第 3. 二自由度共振アクチュエータの原理と基本特性
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図 3.6: 可動子中心位置での磁束密度ベクトル図
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図 3.7: 各軸電流推力特性解析結果

から，無励磁状態のディテント力を引いた推力を指している．各相の電流推力は，それぞれの相間で電気角

位相に換算して 120度ずれた正弦波状の特性を示していることが確認できる．また x軸推力と z軸推力の

関係も電気角位相が 90度ずれた状態であることが確認できる．

3.2.4 ベクトル制御下での推力・吸引力特性

本研究で提案したアクチュエータは表面磁石型である．これは突極性を有さずリラクタンス力は発生し

ない構造であるため，ベクトル制御下での推力は以下の式で記述できる．

 Fd

Fq

 = Φ

 id

iq

 (3.6)

ここで Fd,Fq はそれぞれ電流推力の z軸方向成分および x軸方向成分，id,iq はそれぞれ d-q座標上での各

軸方向電流，Φは永久磁石による電機子鎖交磁束である．また固定子に対する可動子の電気角 θは次式で表

される．
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図 3.8: 各軸電流推力特性解析結果

θ =
x

l
π (3.7)

ここで lは磁極間距離，xは x軸方向変位量である．(3.6)および (3.7)式を用いて，id = 0かつ iq = 1と

して x軸方向に推力を出すよう電流値を決定して解析を行った結果を図 3.8aに示す．これより x軸位置よ

らず，x軸方向推力はほぼ一定を保っていることが確認できる．このとき z方向推力はほぼ 0となっている

が，中心位置より離れるほど z方向力が発生していることが確認できる．また同様に，id = 1かつ iq = 0

として z軸方向に推力を出すよう電流値を決定して解析を行った結果を 3.8bに示す．こちらの解析結果に

おいても，x軸位置によらず z方向にほぼ一定の推力を発生していることが確認できる．このとき x方向推

力はほぼ 0であるが，先の解析と同様に，アクチュエータ中心から外れるほど x方向への力が発生してし

まっていることが確認できる．これらの推力の乱れは，ベクトル制御の推力発生式が，各相の電流推力特性

が正弦波状であることを仮定していることに起因している．本研究で用いているアクチュエータは，駆動

方向に有限長であるため端効果の影響を受ける．これにより図 3.7に示した推力特性は，厳密には正弦波状

になっておらず，(3.6)および (3.7)式を用いて一方の軸のみに推力を発生させようとした場合においても，

アクチュエータ中心以外ではわずかに他軸方向へ推力の干渉が生じている．

3.2.5 端効果補正

前節で示したとおり，端効果が推力特性に影響を与えるため，駆動領域内で推力が一定とならなかった．

そこで次式に示すような電流値の補正を行った．

 F ∗
d

F ∗
q

 =

 Φux (θ) Φvx (θ) Φzx (θ)

Φuz (θ) Φvz (θ) Φwz (θ)




cos θ − sin θ

cos

θ −
2

3
π

 − sin

θ −
2

3
π


cos

θ +
2

3
π

 − sin

θ +
2

3
π




 id

iq

 (3.8)
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表 3.2: 解析諸元

Number of elements 306,400

Number of edges 367,200

Number of unknown variables 347,800

Number of steps 9900

Time division (usec) 20

CPU time (hour) 240

Computer used : Core i7 3.06GHz PC

ここで F ∗
d，F ∗

q は各軸の目標推力，Φux (θ)，Φvx (θ)，Φwx (θ)，Φuz (θ)，Φvz (θ)，Φwz (θ)は各相，各軸に

おける電機子鎖交磁束である．3.8式より目標推力を任意で与え，各位置での id，iq を決定する．

3.3 動作特性解析

3.3.1 単軸駆動特性

提案アクチュエータの動作特性を明らかとするため，前述したベクトル制御を考慮した動作特性解析を行っ

た．解析モデルおよび解析条件は静解析と同様である．解析諸元に関しては表 3.2に示した通りとなった．

はじめに x軸の目標推力を振幅 0.2N，周波数 75Hzで正弦波状に与えた場合の各軸の振幅と電流推力を

図 3.9aに，電流波形を図 3.9bに，振幅の FFT解析結果を図 3.9cに，電流推力の FFT解析結果を図 3.9d

に示す．振幅波形より，z軸にわずかな干渉がみられるものの，x軸振幅 1.7mmp-p で駆動していることが

確認できる．図 3.9cに示した FFTの結果を見ると，x軸は駆動周波数である 75Hzのみにピークを持ち，

正弦波駆動していることが確認できる．このとき z軸に見られた干渉のピークは x軸駆動周波数の倍となる

150Hzであった．この干渉の原因は，可動子の支持構造による強制変位と，図 3.5bに示したディテント特

性の 2つである．図 3.9aに示した推力の振幅に z軸方向の成分が見られるが，これの周波数成分は図 3.9d

から確認できるように，150Hzの成分である．すなわち，z軸推力は 0となるように制御されているが，制

御側で想定していない強制変位が発生しているために，その変位によって起きるディテント力が現れる結果

となっている．

次に z軸の目標推力を振幅 0.2N，周波数 192Hzで正弦波状に変動させた場合の各軸の振幅と電流推力を

図 3.10aに，電流波形を図 3.10bに，振幅の FFT解析結果を図 3.10cに，電流推力の FFT解析結果を図

3.10dに示す．図 3.10aに示した振幅波形より，z軸のみを振幅 0.34mmp-pで駆動していることが確認でき

る．z軸方向は x軸駆動のように強制変位が発生しないことから，振幅への干渉や x軸の推力もほとんど発

生していない．図 3.10cに示した振幅の周波数成分を見ると，z軸変位が駆動周波数である 192Hzで最大の

ピークを示していることが確認できる．駆動周波数の 2倍の周波数にもわずかながらピークがあるが，駆動

周波数に比べ 3桁ほど小さく，その影響は無視できる程度である．これは，z軸駆動時に見られる x軸の振

動についても同様である．一方図 3.10dに示した推力の FFT結果を見ると，基本波より一桁小さいが，2

次の高調波成分が発生していることが確認でき，図 3.10aでも推力波形のひずみとして現れている．
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(c) 振幅の FFT 解析結果
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(d) 電流推力の FFT 解析結果

図 3.9: x軸駆動動作特性解析結果
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(c) 振幅の FFT 解析結果
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(d) 電流推力の FFT 解析結果

図 3.10: z軸駆動動作特性解析結果
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(c) 振幅の FFT 解析結果
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(d) 電流推力の FFT 解析結果

図 3.11: 両軸同時駆動動作特性解析結果

3.3.2 両軸駆動特性

単軸駆動時と同様の目標推力と周波数を各軸に同時に与え，同時駆動時の動作特性解析を行った．各軸の

振幅と電流推力を図 3.11aに，定常状態での電流波形を図 3.11bに，振幅の FFT解析結果を図 3.11cに，電

流推力のFFT解析結果を図 3.11dに示す．各軸は単軸で駆動した時と同等の振幅および周波数で動作してお

り，提案手法によって各軸を同時に駆動可能であることが確認された．この時の各軸振幅は x軸 1.7mmp-p，

z軸 0.31mmp-p となっており単軸で動作させた場合と遜色ない．しかし z軸振幅に単軸駆動では見られな

かった振幅の変動が確認できる．図 3.11cに示した振幅の FFT解析結果をみると，x軸振幅はほぼ駆動周

波数である 75Hzのみで駆動している．それに対し，z軸には駆動周波数の 192Hz以外に 150Hzのやや大

きい成分が重畳していることが確認できる．これは x軸のみを駆動した際にも見られた成分であり，アク

チュエータの構造や支持機構によって発生する．これらが干渉することによって，z軸に単軸駆動では確認

できなかった振幅変動が現れたものと考えられる．また，微少ではあるが x軸振幅の 120Hz付近（図中矢

印部）に，x軸の軸駆動周波数と x軸駆動周波数との差分による，うなりと考えられる成分が確認できる．
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Coil spring
Support spring

Stator yoke

Mover

Bearing holder

Shaft (x axis)

Coil

Resonance spring

Shaft (z axis)

図 3.12: 試作機

表 3.3: 試作機における各部材質

Bearing hoder and Shaft (x-axis) SUS303

Bearing SUJ2

Shaft (z-axis) SUJ2

Coil spring SWPA

Support spring SUS304CSP

Resonance spring SUS304CSP

3.4 試作機および実験装置

3.4.1 試作機

提案した二軸駆動共振アクチュエータの有効性を検証するため，図 3.12に示す試作機を作製した．前章

で述べたように，z軸方向への可動部を x軸方向への可動部の中に構成することにより，各軸で独立したば

ね特性が得られる構造となっている．x軸を支持する板ばねには，支持ばねと共振ばねを用いている．支持

ばねは x軸方向以外の移動と回転を拘束する役割を持ち，共振ばねは支持ばねだけでは不十分なばね定数

を上げる役割を持つ．また，z軸方向への移動では，リニアベアリングによって z軸方向以外への移動を拘

束し，上下に取り付けられたコイルばねによって支持される．

各部に使用した材質を表 3.3に示す．可能な限り非磁性体を使いることで磁気回路への影響を避けたが，

製作の都合上 Z軸シャフトとコイルばねが磁性体となっている．しかしそのいずれもが磁気回路からある

程度の距離を持って配置されており，磁気回路への影響は少ないと考えられる．

3.4.2 制御回路

本実験ではベクトル制御を実現するため，マイコン (ルネサステクノロジ SH7125)による制御を行って

いる．制御基板の外観を図 3.13に示す．本制御機では，PWMの周波数は 20kHz，位置センシングおよび

ベクトル制御の演算は約 5kHzで制御を行っている．なお，使用したプログラムは，付録に記載する．
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Microcomputer

Serial communication 

port

Three-phase 

inverter

From laser 

displacement meter

To coils

図 3.13: 制御回路

(a) 上向き (b) 下向き

図 3.14: 共振ばね取り付け方法

3.5 試作機を用いた静推力特性評価

3.5.1 ばね特性

先に述べたように，x軸は支持ばねと共振ばねと呼ばれる二種類の板ばねによって支持されている．この

うち共振ばねの方は，図 3.14に示すように，上向きと下向きの 2通りに取り付けることができる．板ばね

の構造上，x軸方向に変位が発生すると z軸方向にも微小な変位を発生するが，その 2種類の取り付け方に

よって，z方向変位の方向が異なるため，ばねの特性に差が現れると考えられる．その特性を調べるため，

2種類の取り付け方に関してばね特性を測定した．なお，今回の実験は片側に支持ばね 1枚と共振ばね 3枚

の，合計 8枚を取り付ける構成で行った．図 3.15に測定結果を示す．x軸方向のばね力は，取り付け方に

よらず，可動範囲内においてほぼ線形に変化することが確認できる．ここで，ばね定数を比較すると，下向

き取り付けの方が約 12.3N/mmとなり，上向き取り付けの約 11.3N/mmに対してややばねが固くなる傾向

が見られた．また，下向き取り付けでは，±0.8mm程の位置までは特に良好な線形性を示し，その後，わ

ずかながら硬くなる傾向がみられた．両方の取り付け方による非線形性に大きな差は確認できなかったが，

以降の実験では中心付近でより良好な線形性を示した下向き取り付けを採用した．

3.5.2 ディテント特性

試作機の特性を把握するため，エアギャップを 1mmに保った時の x軸および z軸のディテント特性を測

定した．実験装置の構成図を図 3.16に示す．ここでは，エアギャップを 1mmに保ち，x軸方向に可動子を
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図 3.15: x軸共振ばね特性

PC

Oscilloscope

Laser displacement

meter

Stabilized

power

source

Amplifier

ActuatorLoad cell

Amplifier

図 3.16: 測定装置構成図

移動させ，レーザ変位計 (KEYENCE　 LK-G35)で測定した各位置に対するディテント推力を，ロードセ

ル（株式会社オリエンテック T1-550-430，定格容量 5.5N）により測定した．また，測定した推力は動ひず

み測定器（NEC三栄株式会社 AS2503）にて読み取り，記録した．

上記手順にて測定した x軸および z軸のディテント特性を図 3.17に示す．x軸方向については，原点を中

心にほぼ線形の磁気ばね特性を示しており，z軸方向については，全域でほぼ一定の吸引力が働いている．

また，x軸方向に関しては解析値と良好な一致していることが確認できる．しかし，z方向に関しては 10

％程度の誤差が生じている．これはメッシュ分割や，測定の誤差が原因であると考えられる．

3.5.3 電流推力特性

アクチュエータの電流推力特性を明らかにするため，前節で示した実験装置を使用し，U相，V相，W

相に，それぞれ起磁力 100Aを与えた場合の推力を計測した．図 3.18に実験結果を示す．実験結果より，各

軸ともにほぼ位相が 120°ずれた正弦波状の推力特性を得た．また，解析結果と比較しても，x軸方向につい

ては非常に良く一致し，z軸方向についてはディテント特性同様，値はやや小さくなる傾向が見られるが，

定性的に良く一致している．
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図 3.17: ディテント力測定結果
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図 3.18: 電流推力測定結果
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図 3.19: 動作特性測定実験装置
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図 3.20: 動作特性測定装置構成図

3.6 試作機を用いた動作特性評価

動作特性試験の実験装置の写真を図 3.19に，実験装置の構成図を図 3.20に示す．これらの実験装置を用

いて，試作機による動作特性を計測した．安定化電源 (KIKUSUI PAS20-18)より供給される 3.6Vの直流

電圧を，制御回路およびインバータによって三相交流電圧に変換し，コイルに印加する．このとき，動作中

の可動部の変位はレーザ変位計 (KEYENCE LK-G35)によって測定し，コイルに流れる電流を電流プロー

ブ (Tektronix TCP312)で測定する．また，それらの出力を，オシロスコープ (LeCroy WaveJet324)を介

してパソコンへ取り込む．

3.6.1 単軸駆動特性

x軸の目標推力として振幅 0.2Nの正弦波を与えた場合の各軸の振幅を図 3.21aに，電流波形を図 3.21b

に示す．また，z軸の目標推力を振幅 0.2Nの正弦波として与えた場合の各軸の振幅を図 3.22aに，電流波

形を図 3.22bに示す．これら駆動実験の結果より，試作機による実験においても各軸を独立して制御可能で

あることが確認できる．また，測定値と前節で示した解析値とでよく一致しており，特に図 3.21aでは z軸
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図 3.21: x軸動作特性評価実験結果
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(b) 電流

図 3.22: z軸動作特性評価実験結果

の干渉の周波数・位相が良好に再現されている．一方，図 3.22より，z軸の振幅の測定値は，先に図 3.10

に示した解析値より低いことがわかる．これは静推力特性の評価で述べたように，z軸方向の推力が解析よ

りも小さく現れたことが原因である．また実験値の電流値には解析値と比較して脈動する成分が多く含ま

れており，電流波形が太く見えている．これは解析では印加電圧を連続的に変化させているが，実験では

20kHzの PWM変調によって印加していることによる脈動成分である．

各軸の振幅波形を FFT解析した結果を図 3.23に示す．図 3.23aより，x軸のピークは解析と同様に駆動

周波数のみに現れていることが確認できる．また，構造上の都合から x軸の倍の周波数で現れる z軸への

重畳もよく再現されている．さらに，図 3.23bより，z軸のピークはその駆動周波数にあり，両者はよく一

致していると言える．

3.6.2 両軸駆動特性

図 3.24に同時駆動した際の振幅および電流波形を示す．図 3.24aより，両軸を同時に駆動した場合にお

いても，単軸で駆動した場合と同様の振幅と周波数特性が得られることが確認でき，さらに解析結果と良

好に一致していることも確認できた．図 3.25に示した FFT解析の結果より，両軸ともに駆動周波数以外の

成分が重畳されていることが確認できる．その中でも，振幅に影響を与える大きさを有する成分は，z軸に
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(b) z 軸駆動時

図 3.23: 動作特性実験の FFT解析結果
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(b) 電流

図 3.24: 両軸動作特性評価実験結果

重畳されている 150Hz付近の成分と，x軸に重畳されている 120Hz付近の成分である．z軸に重畳されて

いる成分は，x軸の駆動周波数の 2倍の周波数成分であり，アクチュエータの支持構造およびディテント特

性が原因である．また，図中矢印で示した x軸に重畳している成分は z軸と x軸の駆動周波数の差で現れ

ており，同時駆動することによってうなりの成分がわずかながら重畳されていることが確認できる．

3.7 結言

本章では以下について明らかにした．

x軸方向に加えて，エアギャップ方向（z軸方向）に駆動軸を持つ二自由度共振アクチュエータとその制

御法を提案し，三次元有限要素法による動作特性解析により動作特性を明らかにした．その結果，単軸駆動

時，両軸駆動時ともに独立して制御できることを示した．

単軸を駆動した際には共振時において x軸振幅 1.7mmp-p，z軸駆動時に 0.34mmp-p の振幅が得られた．

またそのときの共振周波数はそれぞれ 75Hzと 192Hzであり，ディテント特性を線形近似した際の理論解

である 72.3Hz，192Hz と近い．また両軸を同時駆動した場合においても，x 軸振幅 1.7mmp-p，z 軸振幅

0.31mmp-p と単軸で駆動した場合と同様の振幅が得られた．このとき x軸駆動時に発生する z軸への干渉

に関して，その原因が支持機構およびディテント特性に起因することを明らかにした．
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図 3.25: 動作特性実験の FFT解析結果

また提案した二軸駆動アクチュエータの試作を行い，試作機を用いた実験結果と解析結果との比較を行っ

た結果，ディテント特性と電流推力特性は z軸方向で 10％程度の誤差が出ているが，おおむね一致した．

動作特性の測定では，各軸駆動・両軸同時駆動ともに良好に動作し，提案する二軸共振アクチュエータ

の有効性を示した．単軸駆動の際には，共振時において x軸 1.6mmp-p，z軸 0.2mmp-pの振幅が得られた．

そのときの共振周波数は X軸 72.5Hz，Z軸 192.1Hzとなった．また両軸を同時駆動した場合においても，

x軸振幅 1.6mmp-p，z軸振幅 0.25mmp-pと単軸で駆動した場合と同様の振幅が得られ，提案アクチュエー

タおよび制御手法の有効性を示した．また，それらは有限要素法を用いた解析結果とよく一致し，解析結果

の妥当性を確認した．
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第4章 負荷時の特性とフィードバック制御

本章では提案する二自由度共振アクチュエータの負荷印加時の特性について述べる．本研究で用いるア

クチュエータを始め，共振を利用するアクチュエータは外部からの負荷により大きく振幅が減少する．この

ため外部から負荷が加わるようなアプリケーションを想定した場合，フィードバック制御の適用は不可欠で

ある．本章では，はじめに負荷印加時にアクチュエータがどのような動作特性を示すのかシミュレーション

によって検討を行う．次に振幅を維持するためにフィードバック制御を適用し，制御下での特性についてシ

ミュレーションおよび実験による検証を行う．

4.1 負荷時のアクチュエータ特性

本研究で扱っている共振アクチュエータについて，負荷時の Q値への影響をシミュレーションにより調

べた．Q値とは共振時最大振幅と静的変位量の比で定義される値のことであり，減衰比が小さい場合にお

いては次の近似式がよく用いられる [65]．

Q =
amax

δst
=

1

2ζ
√
1− ζ2

≈ 1

2ζ
(4.1)

このとき amaxは共振時最大振幅，δstは静的変位量，ζ は減衰比である．シミュレーションでは負荷を様々

に変動させながらハーフパワーポイント法により Q値を計算し，得られた負荷と Q値の関係は図 4.1に示

した．

図 4.1より，負荷の増加に従いQ値が大きく減少していくことが確認できる．Q値の変動は 0.5N以下の

領域で特に急かつ非線形な変化をしており，それ以上の負荷では緩やかに減少している．このような Q値

の特性は，負荷印加時の振幅減少のみならず，制御特性にも影響を及ぼす．

Q値の変化が制御性に及ぼす影響を，PID制御を適用する場合を例にして示す．図 4.2に目標振幅を 0.8mm

として，t=0秒で x軸のみを駆動し，t=0.7秒において負荷を与えた場合の動作を示す．また図 4.2aおよ

び図 4.2bは，それぞれ無負荷時にゲインをチューニングした場合と中負荷時にゲインをチューニングした

場合の結果である．両図では振幅の変動を分かりやすくするため，振動のうち正のピーク値のみプロットし

た．また図中 0.003秒までは起動のため可動子強制的に変位させる区間，その後 0.06秒までは強制駆動後

に生じた自由振動によって位置推定を行う区間である．そのため実際に制御を開始しているのは 0.06秒以

降である．このグラフでの振幅表記法と起動時の挙動に関しては，以降のものについても同様である．

図 4.2aを見ると，無負荷時に合わせてゲインをチューニングした場合は，無負荷にて起動後 0.2秒ほど

で目標振幅まで到達していることが確認できる．しかしながら 0.7秒から 0.3Nの負荷が加わった以降，振

幅は一度 0.4mm程度まで落ち込み，その後徐々に回復する動作を示している．この動作は無負荷時の起動

に比較して緩やかであり，先に述べた Q値の減少によって発生している．つまり，無負荷時の Pゲインで

はQ値の減少分を補うだけの制御入力とならず，Iゲインの時間的な蓄積によって緩やかに振幅が復帰して

いることを意味する．この特性の改善には P，I各ゲインの増加が有効であるが，ある負荷に合わせて Pゲ
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図 4.2: Q値の変動と PID制御適用時の特性

インを調節すると，チューニング時より負荷が小さい場合に非常に振動的になり安定しなくなり，チューニ

ング時より大きくなった場合には即応性が悪化する．そのため，Pゲインは適度に大きくし，Iゲインを特

に大きめに設定することが振幅目標への追従に効果があると考えられる．

先程より Iゲインが支配的になり，中負荷時の即応性が改善するように調節した場合の振幅を図 4.2bに

示す．負荷は 0.7秒から 0.3Nの負荷を加えた．起動時（無負荷時）のオーバーシュートが特に大きくなっ

てしまっており，負荷印加が始まる 0.7秒時点でも定常状態に落ち着いていない．一方負荷印加後の応答は

無負荷時にチューニングしたものより早く応答していることが確認できる．

ここまでに示した問題は Q値が負荷によって変動することが最も大きな原因となっている．これは，負

荷によって倍率が大きく変動する増幅器が PID制御器の後に繋がっていることになるため，通常の PID制

御では各負荷や振幅目標に応じてゲインを切り替えるなど煩雑な対応が必要になると考えられる．

4.2 フィードバック制御手法

本節では提案する二自由度共振アクチュエータに適用した制御手法について述べる．4.1節で述べた様に，

単純な PID制御ではアクチュエータに加わる負荷に対して十分な応答ができない場合が生じる．本論文で
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第 4. 負荷時の特性とフィードバック制御 4.2. フィードバック制御手法

表 4.1: シミュレーションで使用した制御器の各ゲイン

XXXXXXXXXXXXXXX

PID PSM

P (proportional gain) 5.0 5.0

I (integral gain) 60 60

D (differential gain) 0.05 0.05

H (time constant) - 0.1

F (force limit) - 9

dt (control period) 0.0133 (sec.) 0.0133 (sec.)

は PID制御の他に，その拡張である Proxy-Based Sliding Mode（PSM）制御を適用しその比較を行った．

以下にそれぞれのコントローラついて概要を示す．

PID制御

　 PID制御は目標値と現在値の偏差，その積分および微分値を用いて操作量を変更する制御であり，

既に産業界でも広く用いられている制御法である．

　 PID制御器への入力は位置偏差とし，各ゲインはハンドチューニングによって決定した．しかし，

4.1節で述べた理由から，最適なゲインを一意に決定することは非常に困難である．本検討では中程

度の負荷を想定し，0.9Nの水平負荷印加時にチューニングしたゲインを用いて以降の制御器の比較検

討を進める．

Proxy-Based Sliding Mode（PSM）制御

　 PSM制御は一般のスライディングモード制御を拡張したもので，通常動作時の正確な追従性能と

異常動作時の安全性を両立できる制御として菊植らによって提案された [66]．PSM制御では質量 0の

仮想的なプロクシを仮定し，プロクシと実制御対象を PIDコントローラで接続，プロクシに対してス

ライディングモード制御を行う．このとき制御則の演算はそれぞれ独立に行われるのではなく，双方

の力が平衡するように行われる．なお通常のスライディングモードに関しては付録 Aに記載した．

　 PSM 制御は目標値に指数的に収束するという特徴を持っており，本アクチュエータのオーバー

シュートを抑えるのに有効ではないかと期待し採用した．本検討では PSM制御に用いる各ゲインは

PID制御と同じものを使用した．また PID制御には存在しないパラメータである時定数 Hに関して

は 0.1秒，Fは 9Nとした．

シミュレーションに用いたフィードバック制御の各ゲインについて表 4.1にまとめて示した．制御周期 dt

が半端な時間になっているが，振幅の制御周期が共振周波数に依存するためである．今回のように x軸を

対象とした場合は，共振周波数 75Hzの逆数である 0.0133秒が振幅制御の制御周期となる．
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図 4.3: PID制御下での振幅特性

4.3 シミュレーションによる負荷印加時の動作特性評価

4.3.1 PID制御下における特性

対象とするアクチュエータに PID制御を適用し，負荷を様々に変更した場合の特性を図 4.3aに，また

負荷印加後の動作を拡大したものを図 4.3bに示す．このときの x軸目標振幅は 0.8mmとし，負荷は 0.0，

0.3，0.6，0.9，1.2，1.5Nの 6種類を t=0.7秒から与えた．この時負荷は瞬間的にかかるものではないとし，

10N/sで与えている．

起動時の動作を見ると，目標振幅 0.8mmに対し 0.5mm程度のオーバーシュートが発生しており，その

後振動しながら収束していく様子が確認できる．この挙動は，0.9Nの負荷で調整されたゲインが無負荷の

状態には大きすぎるために発生している．振動はオーバーシュート後徐々に減少し落ち着いているが，0.7

秒から負荷が印加される直前においてもまだ完全に目標値に収束するには至っていない．

負荷印加後の動作は，無負荷起動時の動作とよく似ている．負荷の大きさにもよるが，オーバーシュート

量はおよそ 0.2mm程度となっており，無負荷時のオーバーシュート量 0.5mmに比べ小さい．また収束ま

での時間に関しても，負荷印加後 0.6～0.7秒ほどで目標値に落ちついており，0.7秒ではまだ収束していな

かった無負荷時に比べて短い時間で収束している．

4.2節で述べたように，今回のシミュレーションにおいては 0.9Nの負荷に対してチューニングされたゲ

インを用いているため，ある程度の負荷が印加された状態の方がよい結果を収めている．これらシミュレー

ション結果や 4.1節で述べた Q値の負荷依存性を持つアクチュエータ特性を考えると，PID制御を用いて

負荷によらず良好な制御性を得るには，加わっている負荷に応じて制御器のゲインを適時変更するなど煩

雑な操作が必要になると考えられる．

4.3.2 Proxy-Based Sliding Mode（PSM）制御下における特性

アクチュエータに PSM制御を適用し，負荷を様々に変更した際の特性を図 4.4aに，また負荷印加後の

動作を拡大したものを図 4.4bに示した．このとき目標振幅，負荷印加の条件は 4.3.1項の PID制御と同様

で，それぞれ 0.8mmおよび.0，0.3，0.6，0.9，1.2，1.5Nである．
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図 4.4: PSM制御下での振幅特性

起動時の特性を見ると，目標値 0.8mmに対し 0.4mm程のオーバーシュートが生じていることが確認出

来る．このときのオーバーシュート量は PID制御時の 0.5mmと比べ少さい．また PID制御と比べ大きく

異なる点は，オーバーシュートした後の挙動である．図 4.3に示した PID制御の場合，オーバーシュート後

に振幅ピークは振動しながら収束しているのに対し，PSM制御の場合はなめらかに目標値に収束していく

様子が確認できる．また 0.2～0.3秒ほどで目標値へ収束しており，0.7秒でも収束していなかった PID制

御に比べ 3倍ほど速いという結果となる．

負荷印加後の動作は無負荷の場合と異なり，1.5Nの負荷の場合を除きオーバーシュートはほとんど発生

していない．負荷 1.5Nの場合についてもオーバーシュート量は 0.2mmに満たず，これは PID制御の際の

オーバーシュート量と同等かそれ以下である．しかしオーバーシュート後の挙動については無負荷起動時

と同様に PID制御のものとは異なる．PID制御の際に見られた目標値付近での振動は無く，過減衰しなが

ら収束している．この指数的に目標値へ収束する動作は PSM制御の特徴として挙げられており，提案アク

チュエータに対しても有効であると言える．しかし，限定的ではあるが，無負荷時と 1.5Nの負荷印加時で

はオーバーシュートが発生している．このような動作を抑えるには，PSM制御中のパラメータのうち時定

数 Hを大きくすることで回避出来るとされている [66]．しかし今回のシミュレーションでは時定数を変化

させた場合においてもオーバーシュートは改善されなかった．これは Iゲインが特に大きく設定されている

今回のゲイン設定と，無負荷時に極端に大きな Q値を持つアクチュエータの特徴が影響したものと考えら

れる．

4.4 試作機を用いた実験検証

4.3節では提案する二自由度共振アクチュエータにフィードバック制御を適用し，シミュレーションを用

いて検討を行った．本節では二自由度共振アクチュエータの試作機を用いて実験を行い，シミュレーション

と同様に 2種類のフィードバック制御に関して検証を行った．
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図 4.5: 負荷印加実験装置

4.4.1 実験装置および実験条件

実験に使用した装置を図 4.5aに示した．基本的な測定装置構成は基本動作特性の測定に用いた図 3.20と

同様であるが，アクチュエータに負荷を印加する装置が存在する点と，レーザ変位計の計測値を直接オシロ

スコープで観測するのではなく，制御用マイコンにより処理された振幅ピーク値を観測する点が異なる．

負荷の印加はフィードバック制御を行う x軸のみを対象とし，アクチュエータ上部から摩擦負荷として加

える．負荷印加部の模式図は図 4.5bに示したとおりである．加える負荷の大きさは上部に載せる錘によっ

て調節を行う．本論文の実験では負荷装置の自重（510g）に加えて 300g，500g，700g，1kgの錘を用いて

負荷を与えた．これらは水平方向の摩擦負荷に換算すると，それぞれ約 0.5N，0.8N，1N，1.2N，1.5Nと

なる．

実験にあたり始めに各制御器のフィードバックゲインの調整を行った．調整はシミュレーションで用い

た値（参考：表 4.1）を元に，試作機で安定して動作するようチューニングを行った．得られたゲインは表

4.2に示した通りである．試作機の制御器をチューニングして得られた各ゲインはシミュレーション時のゲ

イン（表 4.1）に比べ小さくなり，比例および積分ゲインはシミュレーションの半分程度，微分ゲインに関

しては 1/5の大きさとなった．シミュレーションで決定した値ほど大きなゲインに設定出来なかった原因

として，振幅情報への観測ノイズの影響が考えられる．とくに微分演算に関してはノイズの影響を受けや

すいため，他ゲインに比べて小さめの設定値でなければ発散する結果となった．
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表 4.2: 実験で使用した制御器の各ゲイン

XXXXXXXXXXXXXXX

PID PSM

P (proportional gain) 3.0 3.0

I (integral gain) 30 30

D (differential gain) 0.01 0.01

H (time constant) - 0.1

F (force limit) - 9

dt (control period) 0.0133 (sec) 0.0133 (sec)

4.4.2 PID制御下における特性

図 4.6aに目標振幅を 0.8mmとし x軸のみを駆動した際の無負荷起動時の特性を示す．PID制御下では

若干の振動の後 0.5～0.6秒ほどで目標値へ収束している．シミュレーションの場合と同様に，起動後 0.03

秒まではフィードバックを行わず，可動子を強制的に駆動している．この起動処理で可動子は約 0.6mm程

度まで変位しており，シミュレーションの約 0.3mmに比べその変位は大きい．これは制御回路の都合によ

るもので，起動処理の電圧がシミュレーションより高く設定されているためである．この実験の主な目的は

負荷印加時の特性を評価することであるため，起動処理に起因する振幅の差異についてはここでは検討し

ない．

負荷印加後の動作を図 4.6bに示す．負荷は無負荷で定常状態に落ち着いた後に加えており，各負荷を与

え始めた時間を 0秒としてプロットした．負荷を与えた直後，スパイク状に振幅が減少し，その後再び振

幅が減少するという挙動が見られる．この現象は負荷装置によるものと考えられ，負荷を加える際アクチュ

エータに接触した錘がバウンドし，その後接触し続けているものと推測される．また振幅の落ち込み量に

ついて 1N，1.2N，1.5Nの条件でさほど違い見られないが，その後の振幅回復の速度には差が表れている．

このことから過渡時，特に負荷のかけ始めにおいて安定して錘の加重を水平方向の負荷に変換出来ていな

いことが考えられる．この挙動は後述の PSM制御下でも同様に見られる．

負荷印加後の振幅の回復速度は負荷の大きさによって多少異なるが，およそ 0.6～0.7秒で目標の振幅ま

で回復している．4.3.1節のシミュレーションの結果では 0.4～0.5秒ほどで振幅は回復しするものの，その

後振動しながら 0.6～0.7秒ほどで定常状態となっていた．実験において振幅の回復速度の低下および目標

値付近で振動が発生しなかった原因は，先述のように各制御ゲインがシミュレーションほど高く設定できて

いないことに原因がある．

今回の実験で最も重い負荷である 1.5Nの負荷の場合では，他の負荷に比べ回復が遅くなっている．これ

は負荷によってQ値が変動する本アクチュエータの特徴によるものと考えられる．負荷によってQ値が低

下し，比例ゲイン項では入力が十分とならない場合においては，積分ゲインを大きくすることである程度

特性を改善出来ることは 4.1節で示した．しかし実験条件の節でも述べた様に，実験においてはシミュレー

ションほどゲインを高く設定することができなかったため負荷の大きい領域では特に特性が悪い結果になっ

たと考えられる．
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図 4.6: 実機実験における PID制御下での振幅特性

4.4.3 Proxy-Based Sliding Mode（PSM）制御下における特性

図 4.7aに目標振幅を 0.8mmとし x軸のみを駆動した際の無負荷起動時の特性を示す．このときの実験条

件は PID制御の場合と同様である．無負荷起動の様子は PID制御の場合とよく似ており，若干の振動が見

られるが，0.5～0.6秒ほどで目標値へ収束している．

負荷印加後の動作については図 4.7bに示した．こちらも条件は PID制御の場合と同様で，無負荷で定常

状態に落ち着いた後に 0.5N，0.8N，1N，1.2N，1.5Nの負荷をそれぞれ加えている．錘のバウンドによっ

て発生すると考えられる負荷印加直後のスパイク状の振幅減少は，PSM制御を適用した今回の実験におい

ても確認することができる．

負荷印加後の動作ついて，全体の傾向としては PID 制御の場合とよく似た動作をしており，オーバー

シュート無く収束していく様子が確認できる．負荷印加後の振幅は約 0.6秒ほどで目標値の 0.8mmまで回

復しており，これは PID制御の場合とほぼ同等である．PSM制御は，出力が飽和するまでは PID制御と

して振る舞うことから，この実験結果は妥当であると言える．振幅の回復速度をシミュレーションの結果と

比較すると，シミュレーションの 0.2～0.3秒に対し 0.6秒と回復速度の違いが見られる．この差は PID制

御での実験の場合と同様に，シミュレーションほど制御ゲインを高く設定することができなかったことが収

束の遅さに繋がっている．

1.5Nの負荷を加えた場合において，PSM制御では 1秒ほどで振幅を目標値まで回復できていることが確

認できる．PID制御では 1.4秒では目標値まで回復できていないことから，重負荷領域では PSM制御の方

が特性がよい特性を示したと言える．PID制御の場合は，Q値が大きく減少する重負荷に対しては積分ゲ

イン項が支配的となり振幅を回復する．これに対し PSM制御の場合では，スライディングモードに入り偏

差の積分を待たずに大きな操作量が得られるという特徴が表れたものと考えられる．

4.5 結言

本章では提案する二自由度共振アクチュエータに負荷を印加した時の特性を明らかにし，フィードバック

制御の適用による振幅制御についてシミュレーションおよび実験による検討を行った．
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図 4.7: 実機実験における PSM制御下での振幅特性

PID制御を用いた場合において，振幅を目標値に追従させることは可能であった．しかし対象のアクチュ

エータが持つ Q値の負荷依存性の影響により，単一のゲインで様々な負荷に対し良好な特性を得ることは

難しい．PSM制御を適用した場合においては，PID制御に比べ目標値付近でのオーバーシュートや，振動

などの諸特性は改善されることを明らかにした．しかしながら Q値の変動が無負荷とその他の状況で非常

に大きいため，PSM制御において時定数のパラメータが効果的に作用せずオーバーシュートを抑えられな

い場合が存在することを確認した．

試作機を用いた実験では，両制御手法において振幅を制御できていることを確認した．PID制御では重

負荷の場合に振幅を回復できず，特性が極端に悪化する領域が見られたのに対し，PSM制御では特段の特

性の低下は確認無く振幅を回復できた．しかし PID，PSMの両制御共に観測ノイズなどの影響からか制御

ゲインを十分に高く設定することが難しく，シミュレーションで見られたほどの性能差は表れなかった．
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第5章 位置センサレス駆動のための簡易位置推定

本章では提案する二自由度共振アクチュエータを，位置センサを用いること無く駆動するための位置推

定手法について述べる．位置センサの使用は高精度な制御を行う際に有用であるが，メンテナンス性の低

下やコストアップなどの問題もある．本研究では，アクチュエータのコイルに発生する逆起電圧から簡易的

に位置を推定する手法について提案する．本章では，はじめに提案した二自由度共振アクチュエータにおけ

る位置推定の手法について述べ，シミュレーションを用いて位置推定を行った結果について述べる．次に試

作機を用いて提案手法およびシミュレーション結果との比較検討を行う．

5.1 位置センサレス駆動

永久磁石同期モータを駆動するためには回転子位置の情報が必要となる．回転型の同期モータを直線状

に展開し，電流ベクトル制御を用いて各軸方向の推力を制御する本アクチュエータにおいても同様である．

一般の回転機において電流ベクトル制御を行う際には，レゾルバやロータリエンコーダにといった回転

角センサが用いられる．しかしながら，これらセンサは取り付けスペースの確保や，部品点数増加に伴う信

頼性低下，コストアップなどの問題を有している．そのため高精度を要求される用途を除いて，位置センサ

レス制御が用いられる．

回転機の分野においては様々な位置センサレス駆動の手法が提案されている．しかし本研究で扱っている

二軸共振アクチュエータは，エアギャップ方向にも駆動軸を持つことから，回転機の場合に定数とみなすこ

とができるいくつかのパラメータが変化する．また本アクチュエータの特徴である振動という動作は，回転

機では正転，停止，逆転，停止の繰り返しに相当する．多くの位置センサレス駆動のための手法は一定速の

定常状態を想定しているために，振動アクチュエータに直接適用することは難しい．

5.1.1 簡易位置推定手法

本研究では　共振アクチュエータの動作特性を利用して位置の推定を行う．以下に位置推定に利用する共

振アクチュエータの 3つの特徴について記載する．

起動時の位置が固定（ばねのつり合い中心）

振動アクチュエータは外部に取り付けたばねを利用するその特性から，起動時（停止時）には安定位

置となるばねのつり合い中心へ可動子が移動する．これにより起動時における可動子位置が毎回同じ

となるため，一般にセンサレス駆動で問題になりやすい初期位置の推定が不要となる．

駆動周波数が一定

共振アクチュエータは，基本的に駆動軸方向のばね力と可動子質量とによって決まる共振周波数で動

作を行う．振動の波形が正弦波で近似できる場合，波形を決定するパラメータは振幅，周波数，位相
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図 5.1: 共振周波数とゲイン

の 3要素であるが，そのうち周波数を固定として扱うことができるため，振幅と位相の 2つの情報を

検出できれば，ある瞬間の可動子位置が推定できることとなる．

共振周波数以外の入力に対する感度が低い

共振アクチュエータの周波数特性は一般に図 5.1のようになり，共振周波数でゲインが大きく増加す

る．これは共振のみを用いる共振アクチュエータにおいては，不必要な入力に対する感度が低いこと

を意味し，位置推定に特別の高精度が必要ないことを意味する．

これらの特徴を用いて，ある時刻における可動子位置と振幅値を推定することで，振動 1周期分の位置を

簡易的に推定する．本アクチュエータのコイルに発生する逆起電力波形のゼロクロスから位相を，逆起電力

のピーク値から振幅値の推定を行うと，推定可動子位置 x∗ は次式で表される．

x∗ = f(emax) sin (ω (t− te)− τ) (5.1)

ここで f はコイルに発生した逆起電力のピーク値 emaxを振幅の推定値に変換する関数，ωは駆動（x軸共

振）周波数，tは時間，teは逆起電力のゼロクロスを検出した時間，τ は位相補正を行う係数である．この

とき ωおよび τ はアクチュエータと制御部の設計に依存するパラメータであり，定数として扱うことがで

きる．すなわち上式はコイルに発生する逆起電力ピーク値と振幅ピーク値の関係を明らかにし，動作中に

逆起電力波形を観測することで位置推定が行えることを意味する．

5.1.2 逆起電力の観測と振幅との対応

本研究では電流センサを用いて電流を計測し，回路方程式を解くことでコイルに発生する逆起電力の推

定を行った．これはベクトル制御を用いて本アクチュエータを駆動している場合，常にすべてのコイルに通

電を行っているため，コイルに発生する逆起電力を直接的に計測できないことによる．1相分の回路で考え

た場合の回路方程式は次式のようになる．

E −Ri− L
di

dt
− kexvx − kezvxz = 0 (5.2)

ここで，Eは入力相電圧，Rはコイルの相抵抗，iは相電流，Lはコイルのインダクタンス，kexおよび kez

は各軸方向の逆起電力定数，vxおよび vz は可動子の各軸方向速度である．上式においてコイルインダクタ
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ンス Lは可動子変位の関数となるが，ここではエアギャップ中心での値を代表として用いた．また，厳密に

は相互インダクタンスM の項が必要であるが，本アクチュエータでは自己インダクタンスに比べ小さいた

めに省略してある．

ベクトル制御を行う上で必要となる電気角の情報は x軸方向変位と等価であることから，(5.1)式を用い

て位置推定を行うには，逆起電力の x軸方向成分である (5.2)式左辺第 4項を求める必要がある．(5.2)式

において，Eは制御器が決定する入力であるため左辺第 1項は既知である．また Rおよび Lは設計に依存

するパラメータであるため定数であり，iは電流センサによって計測するとすれば左辺第 2，第 3項も既知

となる．これらから，可動子の移動に起因して発生する逆起電力成分である左辺第 4項および第 5項は，全

相通電中においても電流を計測することで分離できることが分かる．

x軸の位置推定には既知として扱えない第 4項と第 5項を分離する必要があるが，これらはフィルタを

用いて分離することができる．つまり先に述べた“駆動周波数が一定”という特徴から，x軸方向の位置推

定に関わる成分を分離するためには，その周波数成分以外を十分に減衰させるフィルタを用意すればよい．

これにより可動子移動による全逆起電力を kevとしたときの，x軸方向の成分 (5.2)式第 4項の kexvxを分

離することができる．このとき位置推定に用いるコイルはどの相でも構わないが，本小節では U相を例に

あげて述べる．使用する相による特性の差については 5.1.3小節で詳しく述べる．

図 5.2aにシミュレーションによって求めた可動子位置および逆起電力を示した．このとき x，zの両軸を

同時に駆動し，逆起電力の観測には U相を用いた．U相の逆起電力には両軸の移動に伴う電圧が現れてお

り，そのままでは x軸位置との対応をとることはできない．このときの振幅および逆起電力を FFT解析し

たものが図 5.2bである．逆起電力を構成する主な成分は 150Hzと 192Hzの 2成分であり，それぞれ 150Hz

は x軸駆動周波数の 2倍，192Hzは z軸の駆動周波数である．先に述べた通り，これらを分離することで x

軸方向の位置推定に関わる成分である kexvx を求められる．

図 5.3aに両軸を同時に駆動した場合の x軸振幅と，U相の逆起電力にローパスフィルタをかけたものと

を示す．このときローパスフィルタはカットオフ周波数は 165Hz，楕円特性を持つ 6次のデジタルフィルタ

を用いている．フィルタ後の電圧は単一周波数の振動となっており，x軸の駆動に起因する成分を分離でき

ていることが確認できる．参考のため，x軸のみを動作させた場合の x軸振幅と U相逆起電力を図 5.3bに

示した．図 5.3aと図 5.3bの比較より両軸を同時に駆動した場合においても，x軸のみを駆動した場合と同

等の逆起電力が得られていることが確認できる．

図 5.3において x軸振幅と U相逆起電力の位相に差が生じているが，提案アクチュエータの磁極と磁石

位置の関係の場合，両者のゼロクロスは同時に起きるはずである．この位相差は z軸との分離に用いたフィ

ルタに起因するものである．ゼロクロスの時間を位置推定に用いる本手法においては，振幅と逆起電力の位

相差が問題となる場合がある．しかし，フィルタによる位相差は周波数によって一意に決まるものであり，

駆動周波数が一定である共振アクチュエータの場合動作中に変動しない．つまりフィルタによる位相差は

(5.1)式の τ として扱えるため，提案する簡易位置推定手法においては問題とならない．

図 5.4に U相逆起電力のピークと振幅ピークとの関係を示した．このとき逆起電力に関してはフィルタ

により駆動周波数成分のみ取り出したものを用いている．x軸のみで動作させた場合と，両軸を同時に動か

した場合のどちらにおいても，逆起電力ピークと振幅ピークの関係はよく一致していることが確認できる．

この関係が 5.1式の f()であり，これを関数近似，あるいはテーブルとして用いることで位置推定を行うこ

とができる．
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5.1.3 各相逆起電力と求められるフィルタ特性

ここでは各相に発生する逆起電力と振幅値との関係について述べる．提案アクチュエータする二自由度

共振アクチュエータでは，コイル相ごとに得られる逆起電力波形が異なる．相ごとに得られる波形の差が生

じる原因は 2点あり，一つは端効果の影響により中央部と端部で磁気的な特性が異なること，もう一つは提

案アクチュエータは可動子の移動範囲が電気角に換算して 90度ほどであり，各相の間で周期性が現れる領

域まで動作しないことである．ただし，V相とW相は xz平面をを見る向きによって対称であることから，

単相での電圧を考える場合には電圧の符号が反転するのみで同一と見なせる．

図 5.5に U相と V相（W相）の逆起電力ピークと振幅ピークとの関係を示した．U相と V相の間で逆

起電力と振幅の関係は大きく異なり，V相の方が高い線形性が得られている．また同一振幅で見た場合に得

られる逆起電力も V相の方が大きく，同じ条件で測定した場合 SN比を高く取れるという点で有利である

と言える．この差は磁極と磁石の位置関係の違いによるものである．U相は初期位置（振動の中心）にお

いて磁束密度の変化が緩やかなのに対し，V相は磁束密度の変化が急峻な位置にあることがこの差の原因

となっている．

U相と V相では逆起電力ピークと振幅ピークの関係の他に，発生する逆起電力の周波数成分も大きく異

なる．両軸を同時に駆動した場合の U相と V相の逆起電力と各軸振幅の FFT解析結果を図 5.6に示す．U

相の場合（5.6a），位置推定に必要な x軸方向の駆動成分は駆動周波数の倍の 150Hzとなって現れている．

これに対しV相の場合（5.6b）は駆動周波数成分の 75Hzとして現れている．この差もまた磁極と磁石の位

置関係の違いによるものである．

U相（5.6a）を用いることを考えた場合，位置推定で必要な 150Hzと z軸の影響である 192Hzが周波数

的に近いため，それらの分離に急峻なフィルタを構成する必要がある．V相（5.6b）では必要な成分が 75Hz

とやや低くなって現れているために，分離のしやすさという点で有利と言える．しかし，75Hzと 150Hzの

差分で現れる成分など余分な周波数成分が多く見られるため，V相を用いる場合にはこれらの影響を受け

ないようフィルタの設計に注意が必要となる．

次に V相とW相に現れる逆起電力の差分を取った場合に，どのような特性が得られるか比較検討する．

U相のみ，V相のみ，差分を取り V-W相の場合の逆起電力ピークと振幅ピークとの関係を図 5.7aに示す．

V-W相としたものは V相単独で計測した場合と比べおよそ倍の電圧が得られている．これによって V相
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図 5.6: 各相逆起電力と振幅の FFT解析結果
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図 5.7: V-W相を用いた場合の特性

単独の場合に比べ S/N比が向上するかはノイズの乗り方によるが，差分を取るためにコモンモードノイズ

に対しては有利に働く．

V相とW相の差分を取った場合の特性は周波数成分の方に大きな差が現れる．V相とW相をそれぞれ

単独で観測した場合の逆起電力と，差を取り V-W相とした場合の逆起電力の FFT解析結果を図 5.7bに示

した．V相（W相）を単独で観測した場合には，150Hzや 190Hzといった z軸方向の移動に由来する周波

数成分が現れている．V-W相として差分を取った場合にはそれらの z方向移動に起因する成分が打ち消し

合い非常に小さくなっている．これによって余分な成分が減少することでフィルタの設計に余裕が生まれる

ことが考えられる．一方で z軸由来の成分が得られなくなるため，同様の位置推定手法を用いて z軸方向の

位置推定を行うことはできなくなる．
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図 5.8: 起動時の可動子振幅および U相逆起電力

5.1.4 起動時の位置推定とフィルタの応答

起動時から定常状態と見なせるまでの位置推定を処理について考える．ここまでに簡易位置推定手法を

提案し，それに必要な逆起電力と振幅の関係，フィルタに求められる特性などを明らかにしてきたが，いず

れも定常状態での議論であった．本小節では起動と過渡時の逆起電力特性についてシミュレーションを用い

て検討する．

起動時の位置推定は，ばねのつり合い中心に自動的に可動子が移動する共振アクチュエータでは基本的

に不要であることは，先に 5.1.1で述べた通りである．本アクチュエータの場合は中心位置に戻ってくるこ

とになるため，起動時は電気角 θ = 0として通電すればよい．起動時における位置推定自体は不要である

が，その後は速やかに位置推定を開始する必要がある．本研究では，V相とW相コイルにそれぞれ x軸負

方向の推力を発生する電圧をパルス状に印加し，その後の自由振動で発生する逆起電力を用いて位置推定

を開始する．この処理を以降は起動処理と呼称する．

起動処理を行ったときの x軸振幅および U相逆起電力とそのフィルタ後の波形を図 5.8に示す．起動処

理のパルス電圧は±1.8V，0.006秒の印加とした．電圧印加により可動子は推力を受け x軸負方向へ移動し，

電圧印加終了後から自由振動を開始している．起動処理によって z方向にも少々の変位を生じているため，

U相の逆起電力には複雑な波形が見られる．フィルタ後の逆起電力波形を見ると，可動子が 2，3周期振動

したあたりからフィルタ出力が安定していることが確認できる．フィルタ出力がある程度安定すれば位置推

定を行うことができるため，起動処理後に数周期の観測区間を経過した後は，提案手法による位置推定を

用いたベクトル制御が可能である．

5.2 シミュレーションによる位置推定手法の評価

ここでは 5.1節で提案した位置推定手法を用いて，二自由度共振アクチュエータを位置センサを用いるこ

と無く制御可能であるかをシミュレーションにより検証する．

5.2.1 解析モデル・フィルタ条件

解析に用いたモデルは 3.2.1小節で基本特性の解析に用いたものと同様である．位置推定に用いる逆起電

力は V相に発生する電圧を観測することとした．V相を用いたのは，5.1.3小節でも述べた通り，U相を

用いる場合と比べ同一振幅に対し大きな電圧が得られるためである．V相の逆起電力を観測するに当たり，
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図 5.9: V相逆起電力の FFT解析結果（両軸同時駆動）
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図 5.10: 位置センサレス駆動シミュレーション結果（x軸単軸駆動）

フィルタとしてカットオフ周波数 140Hz，楕円特性を持つ 4次のデジタルローパスフィルタを構成した．図

5.9に各軸振幅と V相逆起電力の FFT解析結果を示した．それぞれ図 5.9aと図 5.9bがフィルタ前とフィ

ルタ後である．フィルタ後（5.9b）のV相逆起電力を見ると，位置推定に用いる 75Hz以外の周波数成分は

十分に減衰していることが確認できる．またこの時のフィルタによる遅延の補償は 115度となった．

5.2.2 x軸単軸駆動時

x軸のみを駆動した場合の結果を図 5.10に示す．このとき位置フィードバックは行わず，推力目標値と

して x軸方向に 0.15N，z軸に 0Nを指令として与え，定常状態となったときの x軸振幅，x軸振幅推定値，

誤差をプロットしてある．このときの解析モデルおよびフィルタについては上に示した通りである．

解析結果の x軸位置と，推定位置はよく一致していることが確認できる．解析値の振幅はで 0.83mmp-p，

推定値の振幅は 0.86mmp-pであった．両者の差は相対誤差にして 3.5%程度であり，位置推定は良好に機能

していると言える．

65
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図 5.11: 位置センサレス駆動シミュレーション結果（両軸同時駆動）

5.2.3 両軸同時駆動時

両軸を同軸駆動した場合のシミュレーション結果を図 5.11に示す．指令として x軸方向に 0.15N，z軸方

向に 0.2Nを与え，定常状態となったときの x軸振幅，z軸振幅，x軸推定値，誤差をプロットした．

両軸を同時に駆動した場合においても，解析位置と推定位置は良好に一致していることが図 5.11より確認

できる．このとき解析値の x軸振幅は 0.87mmp-p，推定値の振幅は 0.88mmp-pであり，相対誤差は約 1%と

なる．この結果から，構成したフィルタは z軸振幅の影響を除去するために良好に機能していることが確認

できる．また，提案した簡易位置推定手法によって，両軸を同時に駆動した場合においても，x軸を単独で

動作させた場合と遜色ない精度で位置推定が行えることが示された．

5.3 試作機を用いた実験検証

提案する簡易位置推定手法の有効性を確認するため，試作機に提案手法を実装し実験検証を行った．

5.3.1 試作機および実験装置

試作機は 3.4節で述べたものと同じものを使用した．ただし，制御回路には一部変更を施した．改良箇所

は提案する位置推定機能の実装と，推定位置の出力部である．推定位置はマイコン内部でのみ計算される

ので，位置推定結果の出力部として R-2R方式のラダー抵抗形 D/Aコンバータを追加し，その電圧出力を

レーザ変位計の出力と同時にオシロスコープで観測する構成とした．変更後の制御装置の外観を図 5.12に

に示す．

5.3.2 単軸駆動時

x軸のみを駆動した場合の結果を図 5.13に示す．指令としてはシミュレーションの時と同様に，x軸方向

に 0.15N，z軸に 0Nを与えた．図には定常状態となったときの x軸振幅，x軸推定値，誤差を示した．実

験においても基本的にシミュレーションと同じパラメータで位置推定を行っているが，駆動周波数 ωはシ

ミュレーションと実機でそれぞれ 75Hz，72.5Hzと異なるため実機の値を用いている．同様にコイル抵抗と
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図 5.12: 変更した制御回路
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図 5.13: 位置センサレス駆動実験結果（x軸単軸駆動）

コイルインダクタンスについてもシミュレーションと実機で異なるため，それぞれ実測値である 0.38Ωと

100µHを用いている．

実験結果の x 軸位置と，推定位置はよく一致していることが確認できる．レーザ変位計の読みはで

0.82mmp-p，推定値は 0.89mmp-p であった．両者の差は相対誤差にして約 7.8%であり，位置推定は良好

に機能していると言える．またこの振幅値は FEMの値である 0.87mmp-p ともよく一致しており，シミュ

レーションの結果の妥当性も示している．推定位置出力にスパイク状のノイズが現れている箇所があるが，

これはインバータの発するノイズであり，位置推定の誤差に起因するものでは無い．また，図中で一周期ご

とに位置および誤差が不連続になる箇所がみられる．これは逆起電力のゼロクロスを検出した時点で振幅

推定値が更新され，そのタイミングで推定位置の出力が不連続になるために発生している．

5.3.3 両軸駆動時

両軸を同時に駆動した場合の結果を図 5.14に示す．指令はシミュレーションの時と同様に，x軸方向に

0.15N，z軸方向に 0.2Nを与えた．図には定常状態となったときの x軸振幅，x軸推定値，誤差を示した．

x軸駆動実験と同様に，駆動周波数，コイル抵抗，インダクタンスについては実測値を用いており，その他
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図 5.14: 位置センサレス駆動実験結果（両軸同時駆動）

はシミュレーションと同じ値を用いている．

実験結果の x 軸位置と，推定位置はよく一致していることが確認できる．レーザ変位計の読みはで

0.87mmp-p，推定値は 0.89mmp-pであった．両者の差は相対誤差にして約 2.2%であり，両軸を同時に駆動し

た場合においても位置推定は良好に機能していると言える．またこの振幅値は FEMの値である 0.87mmp-p

ともよく一致している．

5.4 結言

本章では，共振アクチュエータの特徴を利用することにより，位置センサを用いること無く可動子位置

を推定する手法を提案を行った．またシミュレーションと試作機を用いた実験により，提案手法の検証を

行った．

はじめに二自由度共振アクチュエータにおいて，逆起電力に基づき位置推定を行う手法を提案した．全相

に常時通電を行うベクトル制御下では，直接的に逆起電力を観測することはできないが，相電流の計測に

よって発生する逆起電力が計算で求まることを示した．

次に U相に発生する逆起電力を例にとり，振幅と逆起電力の関係を明らかにした．また他の相に発生す

る逆起電力との比較も行い，電圧の検出に用いる相の違いによる影響および必要となるフィルタ特性につ

いて示した．

提案手法の検証では，シミュレーションと試作機を用いた実機検証を行った．検証は x軸のみの駆動と，

xz両軸を同時に駆動した場合の 2通りで行ったが，シミュレーションと実験の両者において，その推定誤

差は約 5％前後であり提案手法による位置推定の有効性を示した．
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第6章 位置・電流センサレス駆動のための基礎

検討

本章では位置センサに加え，電流センサを用いない状態で，提案する二自由度共振アクチュエータを駆

動する手法について述べる．はじめに 120度矩形波通電と，その通電方法がアクチュエータの駆動に与え

る影響について検討した結果を述べる．次に電流センサを用いる代わりに電圧印加を行わない非励磁区間

を設け，その非励磁区間内において前章で示した手法を適用することで位置推定が可能であることを示す．

最後に提案した駆動法と位置推定法を適用し，位置センサ・電流センサを使用せずに提案アクチュエータが

駆動可能であることをシミュレーションにより明らかにする．

6.1 電流センサレス駆動のメリットとその課題

電流センサを使用せずアクチュエータを駆動するメリットには，部品点数が減ることによる信頼性の向上，

メンテナンス性の向上，低コスト化などが挙げられる．回転機では，精度やトルク脈動に対する要求が低

く，コストへの要求が厳しいブラシレスDCファンなどに電流センサレス駆動が適用される．ここでは提案

アクチュエータの適用範囲の拡大を見込み，二自由度共振アクチュエータの電流センサレス駆動化を図る．

電流センサを用いない状態で提案する二自由度共振アクチュエータを駆動するには大きく 2つの課題が

ある．一つ目はベクトル制御を適用できないことである．ベクトル制御を行うには各相の電流を観測し，そ

こから変換した d-q軸上の電流ベクトルを常に適切な方向へ制御する必要があるが，電流センサ無しではそ

れを行うことができない．二つ目はコイルに発生する逆起電力を推定できないことである．5章では，コイ

ルに流れる電流を計測し，回路方程式を解くことで可動子の移動に起因する逆起電力を計算で求めていた．

しかし電流センサを用いない場合はこの手法が使えないため，逆起電力を用いた位置推定を行うためには，

逆起電力の計測を他の手法で行う必要がある．

本研究では，提案する二自由度共振アクチュエータを電流センサレスで駆動するために，120度矩形波通

電を適用することを考える．120度矩形波通電は三相同期機に対する通電方法の一種であり，印加電圧を三

相正弦波交流とせず矩形波で行うものである．以降の節では本研究で用いる二自由度共振アクチュエータ

に対し，120度矩形波通電を適用する方法とその課題について述べていく．

6.2 120度矩形波通電と振幅へ及ぼす影響

120度矩形波通電の波形と，三相交流の波形を図 6.1に示す．120度矩形波通電では一相あたりの通電区

間を電気角で 120度となるようにし，残りの 60度の区間はコイルを開放し通電を行わない．これを三相用

意し，120度ごとに位相をずらして電圧印加を行う．このとき電流に対するフィードバックや座標変換が不

要であるため，ベクトル制御に比較して演算量が少なく，計算力の高くないコントローラでも駆動が可能と
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図 6.1: 120度矩形波通電波形と三相交流

なる．またどの区間においてもコイルに通電していない相が存在し，非通電状態のコイルをセンサとして

用いることで電気角の検出を行うことができる．このセンシング動作は常にコイルに電圧が印加されてい

るベクトル制御では行うことができないため，矩形波通電を行う場合の特徴の一つとなっている．

120度矩形波通電におけるメリットは前述の通りであるが，デメリットとして効率の低下とトルクリップ

ルの増加が挙げられる．ベクトル制御の場合，常に最適な方向に電流ベクトルを制御している．対して 120

度矩形波通電にでは，60度ごとにしか励磁する相を変更しないため，本来出力すべき最適な電圧ベクトル

に対し最大±30度の誤差を持った電圧が出力される．また矩形波で通電を行うため奇数次の高調波が重畳

されることによる問題も発生する．これらがベクトル制御に対するデメリットとなる．

6.2.1 ベクトル制御における電気角誤差の影響

120度矩形波通電を適用する前段階として，ベクトル制御下において電気角の誤差が二自由度共振アク

チュエータの駆動に与える影響について検討する．120度矩形波通電においては最適な電流ベクトルに対し

±30度の誤差を生じることは先に述べた．ここではベクトル制御で用いる電気角に対し意図的に誤差を与

え，アクチュエータの制御や電流にどのような影響が発生するかシミュレーションによって明らかにする．

電気角に誤差が生じた状態での振幅ピーク値を図 6.2に示す．このとき電気角の誤差は±180度の範囲で

与え，振幅に対するフィードバックは行っていない．負荷は 0N，0.3N，0.5N，0.9Nの範囲で変化させ，電

気角誤差 0度の時に x軸振幅が 0.7mm程度となるような指令を与え，その指令値のまま電気角誤差のみを

変化させた．

図 6.2の結果を見ると，誤差の小さい範囲では振幅へ影響が小さいことが確認できる．どの程度の振幅減

少まで許容できるかはアプリケーションによるが，ここでは共振系のエネルギーが半分（振幅値が 1/
√
2）

となる電気角誤差までを許容範囲と定め，表 6.1に示した．どの負荷においても約±30度の以内の電気角誤

差であれば許容範囲内に収まっている．無負荷時のみ許容範囲が広いのは，無負荷時の Q値が特に高いこ

とが影響していると考えられる．

次に位置フィードバックを適用した状態で，電気角誤差が駆動に及ぼす影響を検討する．アクチュエータ

には目標振幅として x軸に 0.8mmを指令値として与え，加える外部負荷および電気角誤差については先の
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図 6.2: 電気角に誤差を生じた場合の定常状態での振幅

表 6.1: 各負荷における許容電気角誤差

Load (N) Half power bandwidth (deg)

0 100

0.3 55

0.5 60

0.9 72

フィードバック無しの時と同じ条件とした．

シミュレーション結果の振幅値を図 6.3aに，電流値を図 6.3bに示す．図 6.3aの結果を見ると，一部を

除いた電気角誤差範囲の領域で振幅を維持できているように見える．しかし，電気角誤差の大きい領域で

は，電流値が数十 Aを越えており現実的では無い．また，この電流値はシミュレーションで用いたテーブ

ルの範囲を大きく超えているために適切な解であるとは言えない．先に定めた許容範囲内の振幅と電流を

拡大したものが，それぞれ図 6.3cおよび図 6.3dである．許容範囲内においては振幅，電流共に大きな変化

は見られない．このとき許容範囲内の平均値から，振幅は 5.5％，電流値では 13％程の変動が起きている

ことが確認できる．

以上の結果から，フィードバック無しの状態で定めた許容範囲は，電気角誤差の目安としてよく機能し

ていると言える．また，本アクチュエータにおける許容範囲は約±30度となっており，ベクトル制御と 120

度矩形波通電との間で考えられる電気角誤差と同程度である．これらのことから，120度矩形波通電を二自

由度共振アクチュエータに適用した場合において，効率の低下などは考えられるものの，振幅を制御する上

で大きな問題は発生しないことが確認できた．

6.2.2 二自由度共振アクチュエータへの 120度矩形波通電の適用

提案する二自由度共振アクチュエータを 120度矩形波通電する場合の通電方法について述べる．x軸方向

に駆動する場合の通電パターンは通常の回転機の場合と同様となる．ここでは z軸を駆動する場合，両軸を

同時に通電する場合それぞれの通電方法を定義する．

x軸を駆動する場合の U相に印加する電圧は次式で表される．
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図 6.3: フィートバック制御下で電気角に誤差を生じた場合の定常状態での振幅および電流
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Vux =


Vin x (30 ≤ θ ≤ 150)

0 (otherwise)

−Vin x (−150 ≤ θ ≤ −30)

(6.1)

ここで Vux は U相に出力する電圧，Vin x は x軸駆動のための電圧，θは電気角である．(6.1)式には U相

のみ示したが，V相，W相の場合は，それぞれ電気角 θを θ + 120，θ − 120として計算することにより求

められる．これにより図 (6.1)に示したような矩形波が出力されることとなる．

z軸方向の駆動についても基本的に同様の式で記述できる．本アクチュエータにおいて z軸方向に推力を

出すことは，d軸方向に電流ベクトルを発生させることに相当する．すなわち式 (6.1)において θを θ + 90

として計算することに等しく，z軸方向に駆動する場合の U相に印加する電圧は次式の通りとなる．

Vuz =


Vin z (−180 ≤ θ ≤ −120 ∪ 120 ≤ θ < 180)

0 (otherwise)

−Vin z (−60 ≤ θ ≤ 60)

(6.2)

ここで Vuz は U相に出力する電圧，Vin z は z軸駆動のための電圧，θは電気角である．

両軸を同時に駆動する場合は，それぞれの軸への出力を重畳させた電圧を出力する．この方式はベクトル

制御で両軸を同時に駆動したときと同様である．x軸方向のための出力を V x，z軸方向の出力を V z とす

ると，重畳させた出力 V out は次式のようになる．

V out = V x + V z =


Vux

Vvx

Vwx

+


Vuz

Vvz

Vwz

 (6.3)

6.2.3 矩形波通電が振幅に及ぼす影響

二自由度共振アクチュエータに対し 120度矩形波通電を行った場合に，ベクトル制御と比べどのような

影響が出るかシミュレーションを行った．このとき x軸振幅の指令値は 0.8mmと 1.2mmの 2種類とした．

x軸振幅目標を 2種類としたのは，120度矩形波通電においては 1mmが電気角で 30度に相当し，極の切り

替えが発生する場合の影響を確認するためである．

図 6.4に x軸目標振幅を 0.8mm，負荷 0Nとしてシミュレーションした結果を示す．矩形波通電（図 6.4a）

とベクトル制御（図 6.4b）で振幅を比較すると，両者に大きな差は見られず，矩形波通電においても目立っ

たリップルなどは無く x軸を駆動できていることが確認できる．z軸方向に見られる微少な振幅は，3章で

も述べたとおり可動子の支持機構に起因するものである．この時の電流波形はそれぞれ図 6.4cと図 6.4dに

示した．目標振幅を 0.8mmとした場合，ベクトル制御ではすべての相を励磁し駆動している．対して，120

度矩形波通電では U相への切り替えは発生せず常に開放されていることが確認できる．

x軸および z軸の振幅を FFT解析した結果を，それぞれ図 6.4eと 6.4fに示した．x軸の FFT解析結果

（図 6.4e）を見ると，駆動周波数である 75Hz以外に目立ったピークは見られず，120度矩形波通電で懸念さ

れた高調波も確認できない．z軸方向の FFT解析結果（図 6.4f）も同様に大きな差は無い．300Hzのピー
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クが矩形波通電の場合にやや大きいが，その値は x軸のピークに比べ 3桁小さく，x軸の駆動によって発生

する 150Hzの強制変位成分と比較しても 2桁小さい．

図 6.5に x軸目標振幅を 1.2mm，負荷 0Nとしてシミュレーションした結果を示す．先ほどとは振幅目標

値が異なり，この条件においては 1mmの位置で通電相の切り替えが生じる．この時の矩形波通電の電流波

形は図 6.5cに示した．図 6.5aと照らし合わせると，振幅が±1mmを越えるところで通電相が切り替わって

いることが確認できる．

振幅を矩形波通電（図 6.5a）とベクトル制御（図 6.5b）で比較すると，通電相を切り替える駆動を行っ

た場合においても両者の振幅に大きな差は見られず，目立ったリップルも確認できない．

x軸の振幅を FFT解析した結果を図 6.5eに示した．x軸振幅は 0.8mmの指令値を与えた場合と同様に，

120度矩形波通電，ベクトル制御のどちらの場合でも駆動周波数である 75Hz以外のピークは見られない．

z軸の振幅を FFT解析した結果（図 6.5f）を見ると，120度矩形波通電の場合では，300Hz，450Hzといっ

た 150Hzの倍数成分がベクトル制御に比べ大きく出ている．また 0.8mmの振幅目標とした先のシミュレー

ション（図 6.4f）と比較して，450Hzなど高い周波数成分が大きく出る結果となっている．これら z軸の

高調波成分の増加は通電相を切り替えることによる影響と考えられる．通電相の切換が必要なる電気角と

いうのは，理想の電流ベクトルから最も位相がずれる状態である．目標振幅 1.2mmの場合では，その電気

角付近を多く使う駆動となることから，0.8mmの場合と比較して矩形波通電による高調波の影響が大きく

出る結果となった．しかし x軸目標 0.8mmで駆動した場合と比較して高調波の影響が大きくなったとは言

え，その大きさは基本波に比べ十分に小さく，駆動に影響は見られない．

ここまでで 120度矩形波通電を行った場合においても，振幅に大きな影響は現れないことが確認できた．

次に消費電力への影響を評価する．図 6.6aおよび図 6.6bに 120度矩形波通電とベクトル制御の消費電力を

示した．このとき x軸目標振幅を 0.8mm，1.2mmとし，負荷は 0N，0.3N，0.6N，0.9Nの 4種類を加えた．

図 6.6aに示した x軸振幅 0.8mmの結果を見るといずれの負荷においても，ベクトル制御の場合に比べ

120度矩形波通電の場合の方が数%消費電力が少なくなっている．任意の方向へ電流ベクトルを制御できな

い矩形波通電の方が消費電力が低いのは意外な結果に見える．これはベクトル制御において端効果の影響

を補正するために，x軸の駆動の場合においても z方向に推力を発生させていることが原因である．

x軸振幅指令を 1.2mmとした場合の消費電力（図 6.6b）を見ると，0.8mmの場合と結果が逆転し，ベク

トル制御を適用した場合の方が消費電力が低くなっている．振幅が 1.2mmの場合は電気角で 30度付近ま

で駆動しており，120度矩形波通電では通電相の切り替えが発生する．振幅を 0.8mmとした場合は効率の

悪い電気角 30度付近での駆動が少ないが，振幅を 1.2mmとした場合では効率の悪い領域での駆動が増え

ることとなり，結果としてベクトル制御に比べ消費電力が増加する結果となった．

6.3 矩形波通電時の位置推定手法

二自由度共振アクチュエータを 120度矩形波通電で駆動する場合の位置推定について検討する．6.1節で

も述べたが，電流センサを用いない場合は回路方程式を解いて逆起電力を計算することができない．しか

し 120度矩形波通電では非通電相が存在するため，その相のコイルをセンサとして用いることで電気角の

切り替わりを検出可能であった．本アクチュエータにおいても x軸のみ，あるいは z軸のみを駆動するの

であれば，非通電相のコイルをセンサとして使用できるが，両軸を同時に動かす場合に問題が生じる．両軸

同時駆動においては，先に示した (6.3)式によって重畳した電圧が生成されるが，その際には非通電相が存
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図 6.4: 120度矩形波通電とベクトル制御の定常時波形（0.8mm）
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図 6.5: 120度矩形波通電とベクトル制御の定常時波形（1.2mm）
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図 6.6: ベクトル制御と 120度矩形波通電の消費電力

在しなくなる．そのため，両軸同時駆動では通電とセンシングを同時に行うことができなくなることから，

センシングの手法を再検討する必要がある．

本研究ではすべてのコイルを開放する区間を設けることで，先に述べたセンシングの問題を解決する．す

なわち通電と開放を時間的に交互に行うことでセンシングが可能な時間をつくり，5章で提案した簡易位置

推定の適用を図る．コイルを開放する区間はいつでも構わないが，本研究では検出の行いやすさから振幅

の半周期を開放区間とした．

6.3.1 コイル開放区間を設けた場合のフィルタ出力特性

非通電区間を設けることで逆起電力の観測が可能となったため，5章で提案した手法を用いて位置推定を

行う．提案手法を用いて位置推定を行うには，逆起電力のピーク値 emaxとそれを振幅ピークに換算する関

数 f を明らかにする必要がある．この時必要になるのは逆起電力の x軸方向の可動子移動に伴う磁束変化

に由来する成分だけである．そのため x軸共振周波数を中心周波数とするバンドパスフィルタを通し，z軸

方向の移動に由来する成分の除去を行う．このとき通電区間におけるコイル両端の電圧はインバータ出力電

圧となるので，計測したコイル両端電圧をそのままフィルタへ入力すると位置検出に悪影響を及ぼす．この

影響を取り除くため，フィルタへの電圧入力はコイル開放区間のみとした．この時のフィルタへの入力電圧

は次式で表される．

Vfilt in =

VV (コイル開放区間)

0 (otherwise)

(6.4)

ここで Vfilt inはフィルタへの入力，VV は V相の相電圧である．また今回使用したフィルタは中心周波数

75Hz，楕円特性を持つ 4次のデジタルバンドパスフィルタを構成した．このとき用いるフィルタの設計指

針は基本的に前章で示したものと同じであり，発生する起電力のうち可動子の x軸移動に起因する周波数

成分以外を十分に除去できればよい．

図 6.7に矩形波通電時の V 相逆起電力ピークと，振幅ピークの関係を示す．図中には 120度矩形波通電

を行った場合の結果と，比較のためベクトル制御を行った場合の結果を掲載した．矩形波通電を行った場合

の結果は，ベクトル制御の場合に比較して約半分程度の電圧値となっている．これはフィルタへの入力がコ

イルを開放している半周期のみであり，各周波数の成分が減少したことによるものである．検出できる逆起
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図 6.7: 矩形波通電時の V相逆起電力ピークと振幅ピークの関係

電力の大きさは減少しているが，振幅ピークとの関係は 1対 1で対応しており，位置推定の観点からは問

題は無い．また逆起電力ピークの大きさはコイル開放区間の定め方で変化する．開放区間を長く設定した

場合は検出できるピークが大きくなり，位置推定の精度向上が見込まれる．一方開放区間を短く設定した場

合は検出できるピークが小さくなり，位置推定の精度低下が懸念されるが，通電時間が増えるため高負荷条

件においても駆動が可能となる．

6.4 シミュレーションによるセンサレス駆動評価

6.4.1 単軸駆動時

図 6.8に 120度矩形波通電を用いて x軸を駆動するシミュレーションを行った結果を示す．この時推定値

を用いた振幅フィードバックを適用し，x軸の目標振幅は 0.8mm，外部負荷は 0Nとした．位置推定にはV

相に発生する逆起電力を用い，フィルタには 6.3.1で述べた，中心周波数 75Hz，楕円特性を持つ 4次のデ

ジタルバンドパスフィルタを用いた．

図 6.8aに示した振幅を見ると，目標振幅 0.8mmに対し 0.83mmと良好に位置推定を行いながら駆動で

きていることが確認できる．またこの時の電圧は図 6.8bに示した通り，振幅の半周期のみ電圧印加を行っ

ている．今回は半周期のとり方を速度が正の間は電圧印加区間，負の間をコイル開放区間としてとったが，

このとり方で無くとも問題は無い．ただし，開放区間を短く取り過ぎた場合は十分な大きさの電圧が計測

できず，精度低下に繋がる可能性がある．

120度矩形波通電が振幅にどの程度影響を与えているか確認するため，振幅値を FFT解析した結果を図

6.9aに示す．また比較のため同じ振幅目標を与え，ベクトル制御を行った場合の FFT解析結果を図 6.9bに

示した．両者の結果を比較すると，x軸方向成分には目立った差は見られず，120度矩形波通電を行った場

合でもベクトル制御と同等の結果を得ることができている．z軸の成分には，120度矩形波通電において高

調波成分が多く見られるが，主成分に比べ非常に小さく問題とはならない．
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図 6.8: 120度矩形波通電でのセンサレス制御（x軸駆動）
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図 6.9: 振幅の FFT解析結果比較（x軸駆動）

6.4.2 両軸同時駆動

図 6.10に 120度矩形波通電を用いて両軸を同時駆動するシミュレーション結果を示す．この時推定値を

用いた振幅フィードバックを適用し，目標振幅は x軸振幅 0.8mm，z軸振幅 0.3mm，外部負荷は 0Nとし

た．位置推定に用いた相やフィルタの特性に関しては，x軸のみのシミュレーションの場合（6.4.1小節）と

同様とした．

図 6.10bの振幅を見ると，x軸，z軸共に良好に駆動できていることが確認できる．単軸駆動の際と同様

に，目標振幅 0.8mmに対し 0.83mmと良好に位置推定を行いながら駆動できている．またこの時も電圧

（図 6.10b）に示した通り，振幅の半周期のみ電圧の印加を行っている．電圧波形には x軸の入力電圧と z

軸の入力電圧が重畳しているために単軸の場合と比べ複雑な波形となっている．また電圧印加区間のとり

方は x軸駆動の場合と同様に，速度が正の間は電圧印加区間，負の間をコイル開放区間とした．

振幅に 120度矩形波通電の影響がどの程度出ているか調べるため，振幅値を FFT解析した結果を図 6.11a

に示した．また比較のため，ベクトル制御を行った場合の振幅値の FFT解析結果を図 6.11bに示す．これ

ら FFT解析の結果を比較しても，高調波成分は多く含まれるもののその大きさは十分に小さい．この結果

から電流センサを用いずに矩形波通電にて駆動を行った場合も，両軸を同時に駆動可能であることが示さ

れた．

6.5 結言

本章では位置センサおよび電流センサを用いること無く，提案する二自由度共振アクチュエータを駆動す

る手法を提案した．またその駆動手法がアクチュエータの動作に及ぼす影響をシミュレーションにより明ら

かにした．

はじめに 120度矩形波通電に基づく電圧印加方法を検討し，電流ベクトルを任意方向に制御できないこ

とによる影響を検討した．電流ベクトルを任意方向に制御できないため，高調波成分の増加や効率の低下

などは発生するものの，振幅を制御する上で大きな問題とはならないことを確認した．

次に非通電区間を設けることで，矩形波通電時においても位置推定に必要な逆起電力の検出を行う手法

の検討を行った．電圧を常時計測できないため，検出できる逆起電力の大きさは電流センサを用いる場合と
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図 6.10: 120度矩形波通電でのセンサレス制御（両軸同時駆動）
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図 6.11: 振幅の FFT解析結果比較（両軸同時駆動）

比べ減少するが，電流センサを用いる場合同様の手法を適用し位置推定が行えることを示した．

上記の検討を踏まえた上で電流センサ，位置センサの両方を用いない状態での駆動シミュレーションを

行った．シミュレーションでは x軸のみを駆動した場合，両軸を同時に駆動した場合の両者において，セ

ンサを用いた場合と同様に位置推定および駆動制御を行えることを明らかにした．またこのときの振幅に

は，矩形波通電の影響とみられる高調波成分が確認できるが，主成分に比べ小さく，振幅に与える影響は小

さいことを示した．
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本論文では，二自由度共振アクチュエータと制御手法を提案し，その静特性および動作特性について明ら

かにした．また，提案アクチュエータの負荷時の特性を明らかにし，フィードバック制御を適用した場合の

動作について，シミュレーションおよび実験による検証を行った．さらに，提案する二自由度共振アクチュ

エータをセンサレス（位置センサ・電流センサの両方を用いずに）駆動する手法を提案し，提案手法が有効

であることをシミュレーションと試作機による実験から明らかにした．

以下に各章の要約を示す．

� 第 1章では，リニア振動アクチュエータ，多自由度アクチュエータ，センサレス駆動の技術動向につ

いて述べた．また本研究で扱う二自由度共振アクチュエータの位置づけ，研究目的を明確にした．

� 第 2章では，本研究でアクチュエータの磁場解析に用いた三次元有限要素法ついて述べた．解くべき

基礎方程式を示し，ガラーキン法による離散化の過程を明確にした．また，非線形計算の考慮方法，

電磁力の計算方法，運動方程式との連成法，メッシュの修正法について示した．加えて有限要素法で

計算した磁束を利用する簡易動解析手法について，解くべき回路方程式，近似手法について示した．

� 第 3章では，二自由度を有する共振アクチュエータを提案し，ベクトル制御による制御手法および動

作特性について述べた．はじめに提案アクチュエータの動作原理を有限要素法によるシミュレーショ

ンにより明らかにした．次に動作特性についてシミュレーションおよび試作機を用いた実験を行い，

各軸方向を独立して制御可能であることを示した．

� 第 4章では，本共振アクチュエータに外部負荷が加わった場合の特性について検討した．加わる負荷

の大きさに対してQ値が非線形に変動し，振幅値に大きく影響することをシミュレーションより明ら

かにした．このとき振幅を維持する目的でフィードバック制御を適用した場合において，PIDおよび

PSM制御の 2種類の制御についてシミュレーションおよび試作機による実験により比較検討を行っ

た．いずれの制御手法の場合も振幅を目標値に保つことは可能であるが，Q値の変動の影響を受ける

ため過渡特性には差が現れ，PSM制御の場合において良好な特性を示すことを述べた．

� 第 5章では，本共振アクチュエータの可動子位置を，位置センサを用いず推定し駆動する手法につ

いて提案した．提案手法はコイルに発生する逆起電力から位置を推定するものであり，推定に用いる

コイルに起因する差異について明らかにした．また提案手法による推定値と計測値の比較を行い，シ

ミュレーションと試作機による実験の両者において良好に位置を推定可能であることを示した．

� 第 6章では，位置センサに加え，電流センサを用いること無く本アクチュエータを駆動する手法につ

いて提案した．電流センサを用いないため，入力は 120度矩形波電圧に基づいて生成したものを印加

することとした．矩形波入力が与える影響についてベクトル制御の場合との比較を行い，機械共振が

支配的となる本アクチュエータにおいて振幅に関しては目立った影響は現れず，消費電力面でベクト

ル制御に対してやや悪化する領域があることを明らかにした．また非通電区間を設けることで，5章
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で提案した位置推定手法が適用可能であることを述べ，位置，電流の両センサを用いることなく各軸

を独立して制御可能であることを示した．

� 第 7章では，各章で得られた成果を要約した．
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付 録A スライディングモード制御の適用

本付録では，二自由度共振アクチュエータにスライディングモード制御を適用した場合の特性について述

べる．4章では PID制御と，スライディングモード制御の応用である PSM制御を適用した場合について述

べた．ここではスライディングモード制御を二自由度共振アクチュエータに適用し，その動作特性をシミュ

レーションした結果について記載する．

A.1 スライディングモード制御

スライディングモード制御は可変構造制御系に分類される非線形制御の一種である．スライディングモー

ド制御では，制御器の出力を不連続に切り替えることで所望の特性を持つ制御系を実現し，優れたロバス

ト制御系が構成できる．

二自由度共振アクチュエータにスライディングモード制御の適用を検討した理由は，スライディングモー

ド制御がもつ優れたロバスト性によって，負荷そのものや負荷による Q値の変動に強い制御系が構成でき

ると考えたためである．以降では設計した制御系およびそれを適用した結果について示し，スライディング

モード制御の理論的な詳細については文献 [67, 68]を参考にしていただくこととする．

A.2 制御系設計

ここでは二自由度共振アクチュエータの制御に用いたスライディングモード制御の設計について述べる．

主に用いた数式のみについての記載にとどめ，詳細な理論や設計法については文献 [68]を参考にしていた

だきたい．

A.2.1 状態方程式

二自由度共振アクチュエータは正弦波に近い振動をしているものとし，その振幅のピーク値を制御する

ことを考える．このとき制御対象ををばね・マス・ダンパの三要素でモデル化した場合の状態方程式は次式

で表される．



ẋ1

ẋ2

 =

 0 1

− k
m − c

m


x1

x2

+

 0

1
m

u+

0
1

 d

y =

[
1 0

]x1

x2


(A.1)
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A.2. 制御系設計 付 録 A. スライディングモード制御の適用

このとき x1 は位置，x2 は速度，kはばね定数，cは粘性係数，mは可動子質量，uは制御入力，dは外乱

である．目標値が変動するサーボ系であるとし，次式で示す目標値 rと出力 yの差の積分値 z を加えた拡

大系を考える．

z =

∫ t

0

(r − y) dt (A.2)

すると (A.1)式は次式のようになる．


ż

ẋ1

ẋ2
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(A.3)

また (A.3)式を，便宜上次のように表記し，合わせて切り替え関数 σを次式に示す．
ẋ = Ax+Bu+Qr + F d

y = Cx

σ = Sx

(A.4)

A.2.2 切換え平面

超平面上に拘束されたシステムの動特性は等価制御系によって支配され，それは切換え行列 S によって

決定される．切換え行列の決定には極配置法などがあるが，本制御系には安定余裕（等価制御系の固有値の

実部が −ε以下）を指定する設計法を用いた．すなわち次のリッカチ方程式の解 P を用いて超平面の切換

え行列 S を決定する．  PA′ +A′TP − PBBTP +Q = 0

S = BTP
(A.5)

ここで

A′ = A+ εI, (ε ≧ 0) (A.6)

である

A.2.3 コントローラの設計

制御入力 uが次式のような線形入力 ul と非線形入力 unl の 2つの制御入力から構成されているとする．

u = ul + unl = − (SB)
−1

(SAx+ SQr)− k (SB)
−1 σ

|σ|
(A.7)

ここで unlは等価制御入力 ueq とし，unlは不確かさをひとまとめにして補償し，かつシステムを切換え面

に拘束するための制御入力である．σ → 0を実現するために，σに関するリアプノフ関数を次のように選ぶ

V =
1

2
σ2 (A.8)
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スライディングモード到達条件を満たすには

V̇ = σ · S (Ax+Bu+Qr + F d) = −k |σ|+ σSF d (A.9)

が x ̸= 0のとき常に負になればよい．つまり外乱の最大を dmax としたとき

k > |SF dmax| (A.10)

を満たすように kを定める必要がある．kは非線形制御入力の大きさを調整するパラメータであり，大きい

ほど速くスライディングモードに到達する．ただし大きすぎる場合には，制御入力が過度に大きくなった

り，チャタリングが発生するため適切に選ぶ必要がある．

A.2.4 チャタリング対策

スライディングモードではチャタリングが問題となることが多い．そのため，切換線付近での入力を滑ら

かにする処理が用いられる．本研究では (A.7)式の非線形入力項の代わりに，次式で示す平滑な入力を用

いた．

unl = −k (SB)
−1 σ

|σ|+ η
(A.11)

ここで ηは微少な正の数である．この平滑化により超平面に近づくにつれて非線形入力は小さくなり，チャ

タリングが抑制される．しかし，ηを与えることで超平面近傍でスライディングモードの到達条件を満たさ

ず，定常状態で外乱が存在する場合には切換え超平面からの偏差が生じる．

チャタリング対策を含めた制御出力を改めて記述すると (A.7)式は次式となる．

u = ul + unl = − (SB)
−1

(SAx+ SQr)− k (SB)
−1 σ

|σ|+ η
(A.12)

A.3 シミュレーションによる負荷印加時の動作特性評価

前節で設計したスライディングモード制御系を適用し，二自由度共振アクチュエータの動作特性をシミュ

レーションにより評価した．シミュレーションの結果を図A.1に示す．このときの条件は基本的に 4.3節と

同様で，x軸目標振幅は 0.8mmとし，負荷は 0.0，0.3，0.6，0.9，1.2，1.5Nの 6種類を t=0.7秒から与え

た．この時負荷は瞬間的にかかるものではないとし，10N/sの速度で与えている点も 4.3節と同様である．

起動時の特性をみると，目標値 0.8mmに対して 0.3mm程のオーバーシュートが生じている．このオー

バーシュート量は PID制御時の 0.5mm，PSM制御時の 0.4mmと比較し小さく抑えられている．オーバー

シュートした後はやや振動しながら目標値に収束し，0.2～0.3秒ほどで定常になっている．定常に達するま

での時間は PSM制御と同等かわずかに速いと言う結果となった．

負荷印加後の動作は，PID，PSM制御に比べ応答が非常に速く，どの負荷においても振幅の減少が最も

少ない．しかし，無負荷を除いた負荷条件では，比較的大きな定常偏差が発生しており，振幅を目標値に保

つという制御目標を十分に達成できているとは言えない．これは前節で述べたように，スライディングモー

ド制御特有のチャタリングを防止するためにの措置によって生じているものと考えられる．定常偏差の低減

を目的に ηを小さくすることも試みたが，特に負荷印加前の無負荷時において激しいチャタリングが生じ，

振幅の制御に支障を来す結果となった．本研究のように制御周期がアクチュエータの動作周波数に律速さ

れ，制御周期を十分短くできない場合においては，チャタリング対策を強めにかけざるを得ず，結果として

負荷時の制御特性が悪化する結果となった．
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(b) 負荷印加後拡大図

図 A.1: スライディングモード制御下での振幅特性

A.4 結言

本章では，二自由度共振アクチュエータにスライディングモード制御を適用し，振幅制御を試みた．

スライディングモード制御を適用した場合，PIDや PSM制御に比べ即応性が向上し，負荷印加時の振幅

減少が小さいという結果を得た．しかし，負荷が加わった場合において定常偏差を十分に小さくすることが

できず，振幅を一定に保つという目標を達成できていない．これは振幅制御の制御周期が十分に短く取れな

いことや，チャタリング除去のための平滑化処理に起因するものである．
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